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医道審議会保健師助産師看護師分科会 

看護師特定行為・研修部会の設置について 

 
 
１ 設置の趣旨 
 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）」により、保健師助産師看護師法の

一部が改正され、平成 27 年 10 月から、手順書により特定行為を行う看護師の

研修制度が施行されることになる。 
改正後の保健師助産師看護師法では、以下の場合に、あらかじめ、医道審議

会の意見を聴かなければならないとされている。 
①  厚生労働大臣が、特定行為又は特定行為研修の基準を定める厚生労働省

令を新たに定め、又はこれを変更しようとするとき。 
② 厚生労働大臣が、特定行為研修を行う指定研修機関の指定又は指定の取消

しをしようとするとき。 
このため、医道審議会保健師助産師看護師分科会に、特定行為、特定行為研

修の基準、指定研修機関等について審議いただく専門の部会を設置する。 
 
 
２ 審議事項 
○ 特定行為の内容に関すること 
○ 特定行為研修の基準に関すること 
○ 指定研修機関の指定及び指定の取消しに関すること 

 
 
３ 部会委員 
別紙の通り。 
 
 

４ 部会の公開・非公開について 
原則公開とし、指定研修機関の指定及び指定の取消しに関する審議の場合は

非公開とする。 
  

第１回看護師特定行為・研修部会 
資料１ 

平成２６年９月１０日 
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医道審議会保健師助産師看護師分科会 
看護師特定行為・研修部会 委員名簿 

 
秋山 正子 株式会社ケアーズ白十字訪問看護ステーション統括所長 

秋山 弘子 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

有賀 徹 昭和大学病院院長 

  大滝 純司 北海道大学大学院医学研究科医学教育推進センター教授 

  釜萢 敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

 神野 正博 公益社団法人全日本病院協会副会長 

※桐野 髙明 独立行政法人国立病院機構理事長 

  真田 弘美 公益社団法人日本看護協会副会長 

末永 裕之 一般社団法人日本病院会副会長 

高田 早苗 一般社団法人日本看護系大学協議会代表理事 

  田邊 政裕 千葉大学大学院医学研究院医学部特任教授 

永井 良三 自治医科大学学長 

  中野 絹子 社会福祉法人恩賜財団済生会看護室室長 

※中山 洋子 高知県立大学特任教授 

新田 國夫 一般社団法人全国在宅療養支援診療所連絡会会長 

春山 早苗 自治医科大学看護学部学部長 

  平井 みどり 神戸大学医学部附属病院教授・薬剤部長 

  三塚 憲二 公益社団法人日本歯科医師会副会長 

※医道審議会委員                                 （五十音順、敬称略）

（別紙） 
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医道審議会令 （平成十二年六月七日政令第二百八十五号） 
内閣は、厚生労働省設置法 （平成十一年法律第九十七号）第十条第二項 の

規定に基づき、この政令を制定する。 

 

（組織）  

第一条  医道審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十人以内で組織す

る。  

２  審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員

を置くことができる。  

３  審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。  

 

（委員等の任命）  

第二条  委員及び臨時委員は、次の各号に掲げる者のうちから、厚生労働大臣

が任命する。  

一  社団法人日本医師会（昭和二十二年十一月一日に社団法人日本医師会と

いう名称で設立された法人をいう。）の長 

二  社団法人日本歯科医師会（昭和二十二年十一月一日に社団法人日本歯科

医師会という名称で設立された法人をいう。）の長  

三  学識経験のある者  

２  専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労

働大臣が任命する。  

 

（委員の任期等）  

第三条  前条第一項第三号に掲げる者のうちから任命された委員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２  委員は、再任されることができる。  

３  臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了

したときは、解任されるものとする。  

４  専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了した

ときは、解任されるものとする。  

５  委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。  

 

（会長）  

第四条  審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。  

２  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

（参考） 
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３  会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。  

 

（分科会）  

第五条  審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所

掌事務は、審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりと

する。 

名称 所掌事務 

医道分科会 医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第七条第四項及び第

二十四条の二第二項、歯科医師法（昭和二十三年法律第二百

二号）第七条第四項及び第二十三条の二第二項並びに医療法

（昭和二十三年法律第二百五号）の規定により審議会の権限

に属させられた事項を処理すること。 

医師分科会 医師法第十条第二項及び第十六条の二第三項並びに精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二

十三号）の規定により審議会の権限に属させられた事項を処

理すること。 

歯科医師分科

会 

歯科医師法第十条第二項及び第十六条の二第三項の規定によ

り審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

保健師助産師

看護師分科会 

保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）及び

看護師等の人材確保の促進に関する法律（平成四年法律第八

十六号）の規定により審議会の権限に属させられた事項を処

理すること。 

理学療法士作

業療法士分科

会 

理学療法士及び作業療法士法（昭和四十年法律第百三十七号）

の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理するこ

と。 

あん摩マッサ

ージ指圧師、は

り師、きゅう師

及び柔道整復

師分科会 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律

（昭和二十二年法律第二百十七号）及び柔道整復師法（昭和

四十五年法律第十九号）の規定により審議会の権限に属させ

られた事項を処理すること。 

薬剤師分科会 薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号）の規定により審

議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

死体解剖資格

審査分科会 

死体解剖保存法（昭和二十四年法律第二百四号）の規定によ

り審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 
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２  前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、

学識経験のある者（医道分科会に属すべき委員及び臨時委員にあっては、第

二条第一項各号に掲げる者）のうちから、厚生労働大臣が指名する。  

３  分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。  

４  分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。  

５  分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のう

ちから分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

６  審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決

とすることができる。  

 

（部会）  

第六条  審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことがで

きる。  

２  部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる

部会にあっては、分科会長）が指名する。  

３  部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。  

４  部会長は、当該部会の事務を掌理する。  

５  部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちか

ら部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

６  審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において

同じ。）は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とす

ることができる。  

 

（議事）  

第七条  審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなけ

れば、会議を開き、議決することができない。  

２  審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したも

のの過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

３  前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。  

 

（資料の提出等の要求）  

第八条  審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力

を求めることができる。  
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（庶務）  

第九条  審議会の庶務は、厚生労働省医政局医事課において総括し、及び処理

する。ただし、歯科医師分科会に係るものについては厚生労働省医政局歯科

保健課、保健師助産師看護師分科会に係るものについては厚生労働省医政局

看護課、薬剤師分科会に係るものについては厚生労働省医薬食品局総務課に

おいて処理する。  

 

（雑則）  

第十条  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し

必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則  

 この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の

施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。  

 

附 則 （平成一四年一月一七日政令第四号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この政令は、保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行の日

（平成十四年三月一日）から施行する。  

 

附 則 （平成一九年三月二日政令第三九号）  

 この政令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日から施

行する。  

 

附 則 （平成二〇年三月三一日政令第九四号）  

 この政令は、平成二十年四月一日から施行する。  



○2025年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図っていくためには、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医師又は歯科
医師の判断を待たずに、手順書により、一定の診療の補助（例えば、脱水時の点滴（脱水の程度の判断と輸液による補正）
など）を行う看護師を養成し、確保していく必要がある。

○このため、その行為を特定し、手順書によりそれを実施する場合の研修制度を創設し、その内容を標準化することにより、
今後の在宅医療等を支えていく看護師を計画的に養成していくことが、本制度創設の目的である。

制度創設の必要性

医師又は歯科医師が患
者を特定した上で、看護
師に手順書注１）により特
定行為注２）を実施するよう
指示

『患者の病状の範囲』
の確認を行う

病状の

範囲内

看護師が手順書に定めら
れた『診療の補助の内容』
を実施

看護師が医師又
は歯科医師に
結果を報告

病状の範囲外
医師又は歯科医師に
指示を求める

特定行為に係る研修の対象となる場合

注１）手順書：医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示として作成する文書であって、看護師に診療の補助を行わせる

『患者の病状の範囲』及び『診療の補助の内容』その他の事項が定められているもの。
注２）特定行為：診療の補助であって、看護師が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技

能が特に必要とされるもの。
現行と同様、医師又は歯科医師の指示の下に、手順書によらないで看護師が特定行為を行うことに制限は生じない。
本制度を導入した場合でも、患者の病状や看護師の能力を勘案し、医師又は歯科医師が直接対応するか、どのような指示により看護師に診療の補助
を行わせるかの判断は医師又は歯科医師が行うことに変わりはない。

研修修了者の把握については、厚生労働省が指定研修機関から研修修了者名簿の提出を受ける（省令で規定することを想定）。

指定研修修了者の把握方法

制度の施行日 平成27年10月1日

第１回看護師特定行為・研修部会
資料２

平成２６年９月１０日

1

特定行為に係る看護師の研修制度の概要



在宅療養中の脱水をくり返す患者Aさんの例
研
修
を
修
了
し
て
い
な
い
訪
問
看
護
師
の
場
合

別の日にAさんを
訪問し、尿量の減
少や皮膚の乾燥
などに気づき、脱
水の可能性を疑う。

医療機関にいる
医師に電話等で
Aさんの状態を
報告。

訪問看護師からの報
告内容より、点滴が必
要と判断。

訪問看護師に点滴を
実施するよう指示。

Aさん宅に備
えられた薬液
で点滴を実施。

医師に結
果を報告。

Aさんを訪問診療。

脱水症状があれ
ば連絡するよう訪
問看護師に指示。

医師 訪問看護師 訪問看護師 医師 訪問看護師 訪問看護師

研
修
を
修
了
し
た
訪
問
看
護
師
の
場
合

Aさんを訪問診療。

脱水症状があれば、
手順書により点滴
を実施するよう訪
問看護師に指示。

Aさん宅に備
えられた薬液
で点滴を実施。

医師に結果
を報告。

訪問看護師医師 訪問看護師

別の日にAさんを訪
問し、尿量の減少
や皮膚の乾燥など
に気づき、脱水の
可能性を疑う。
「Ａさんの病状の範
囲」が手順書に定
められた範囲内で
あるか確認。

訪問看護師

病状の

範囲内

特定行為

○患者の病状の範囲： 経口摂取量の低下や排尿回数の減少があり、皮膚のツルゴールの低下を認める
○診療の補助の内容： 病状の範囲に合致する場合は、輸液による補正を実施
○病状の範囲逸脱時の連絡体制： 手順書による指示を行った医師に連絡する
○行為実施後の医師への報告方法： 手順書による指示を行った医師に実施結果を報告する

手
順
書

（
イ
メ
ー
ジ
） 2



集中治療室に入院している患者Ｂさんの例（人工呼吸器モードの設定条件の変更について）

研
修
を
修
了
し
て
い
な
い
看
護
師
の
場
合

Bさんのベッドまで来て診察を行い、
人工呼吸器モードの設定条件の
変更の必要性を判断。
看護師にBさんの人工呼吸器モー
ドの設定条件の変更の実施を指
示。

Bさんの人工
呼吸器モード
の設定条件
の変更を実
施し、呼吸状
態に異常が
ないことを確
認。

医師に結
果を報告。

Bさんの血液検
査の結果や呼
吸状態の確認。

他の場所に
いる医師に
電話等でＢさ
んの状態を
報告。

Bさんを診察。

呼吸状態の変化
があれば連絡す
るよう看護師に
指示。

医師 看護師 看護師 医師 看護師 看護師

○患者の病状の範囲： 以下の一つでも当てはまる場合
・人工呼吸器との同調不良な呼吸パターンである
・呼吸状態の悪化が認められる
・有効な自発呼吸が認められる

○診療の補助の内容： 病状の範囲に合致する場合は、別途指示された呼吸状態の範囲となるように人工呼吸器モードの設定条件を変更
○病状の範囲逸脱時の連絡体制： ①平日日勤帯 担当医に連絡する ②休日・夜勤帯 当直医師に連絡する
○行為実施後の医師への報告方法： 手順書による指示を行った医師に実施結果と呼吸状態を報告する

研
修
を
修
了
し
た
看
護
師
の
場
合

Bさんを診察。
予測される呼吸
状態に応じて、
手順書により人
工呼吸器モード
の設定条件の
変更を行うよう
看護師に指示。

B さんの人
工 呼 吸 器
モードの設
定条件の変
更を実施し、
呼吸状態に
異常がない
ことを確認。

医師に結

果を報告。

看護師医師 看護師

Bさんの血液
検査の結果や
呼吸状態の確
認。
「Ｂさんの病状
の範囲」が手
順書に定めら
れた範囲内で
あるか確認。

看護師

病状の

範囲内

特定行為

手
順
書

（
イ
メ
ー
ジ
）
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保健師助産師看護師法（抄）
（昭和23年法律第203号）（平成27年10月1日施行）

第三十七条の二 特定行為を手順書により行う看護師は、指定研修機関において、当該特定行為の特定行為区分に係る特定行為研
修を受けなければならない。

２ この条、次条及び第四十二条の四において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 特定行為 診療の補助であつて、看護師が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専
門的な知識及び技能が特に必要とされるものとして厚生労働省令で定めるものをいう。

二 手順書 医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示として厚生労働省令で定めるところにより作成す
る文書又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつ
て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）であつて、看護師に診療の補助を行わせる患者の病状の範囲及び診
療の補助の内容その他の厚生労働省令で定める事項が定められているものをいう。

三 特定行為区分 特定行為の区分であつて、厚生労働省令で定めるものをいう。

四 特定行為研修 看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされる実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高
度かつ専門的な知識及び技能の向上を図るための研修であつて、特定行為区分ごとに厚生労働省令で定める基準に適合するも
のをいう。

五 指定研修機関 一又は二以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う学校、病院その他の者であつて、厚生労働大臣が指
定するものをいう。

３ 厚生労働大臣は、前項第一号及び第四号の厚生労働省令を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、医道審議会の
意見を聴かなければならない。

第三十七条の三 前条第二項第五号の規定による指定（以下この条及び次条において単に「指定」という。）は、特定行為研修を行おう
とする者の申請により行う。

２ 厚生労働大臣は、前項の申請が、特定行為研修の業務を適正かつ確実に実施するために必要なものとして厚生労働省令で定める
基準に適合していると認めるときでなければ、指定をしてはならない。

３ 厚生労働大臣は、指定研修機関が前項の厚生労働省令で定める基準に適合しなくなつたと認めるとき、その他の厚生労働省令で定
める場合に該当するときは、指定を取り消すことができる。

４ 厚生労働大臣は、指定又は前項の規定による指定の取消しをしようとするときは、あらかじめ、医道審議会の意見を聴かなければな
らない。
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1 
 

今後の審議スケジュールについて（案） 
 

部会での審議のすすめ方（案） その他のスケジュール 

第１回 ９月１０日（水） 

・特定行為及び特定行為区分について 

 

第２回 １０月上旬（予定） 

・特定行為及び特定行為区分について 

・手順書の記載事項について 

 

第３回 １０月中（予定） 

・特定行為研修の内容等について 

 

 

以降、月１回程度開催を予定 

・特定行為及び特定行為区分 

・特定行為研修の内容 

等を検討。 

・平成２６年１２月を目途にとりまとめ予定 

 

 

 

 

平成２７年２月 

・省令（案）に関する諮問について 

 

 

 

 

 

 

平成２７年４月以降 

・指定研修機関の指定に係る審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１月 

行政手続法に基づくパブリックコメ

ントの実施 

 

 

省令（案）に関する諮問答申後 

省令の公布 

 

平成２７年４月 

指定研修機関の申請受付開始 

 

 

 

平成２７年１０月 

特定行為に係る看護師の研修制度の

施行 

 

第１回看護師特定行為・研修部会 
資料３ 

平成２６年９月１０日 



行為 行為の概要 備考
経口 ・経鼻気管挿管
チューブの位置調節

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸音、一回換気量、胸郭の上がりなど）及び検査結果（SpO２（経
皮的動脈血酸素飽和度）、レントゲン所見など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、適切な部
位に位置するように、経口・経鼻気管挿管チューブの深さの調節を行う。

注２

経口・経鼻気管挿管の
実施

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無など）や検査結果（動脈血液ガス分析、
SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し経口・経鼻気管挿
管を実施する。

注１
注２

経口 ・経鼻気管挿管
チューブの抜管

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無、意識レベルなど）や検査結果（動脈血
液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が、医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、気
管チューブのカフの空気を抜いて、経口または経鼻より気道内に留置している気管挿管チューブを抜去する。抜
管後に気道狭窄や呼吸状態が悪化した場合は、再挿管を実施する。

注１
注２

人工呼吸器モードの設
定条件の変更

医師の指示の下、手順書により、身体所見（人工呼吸器との同調、一回換気量、意識レベルなど）や検査結果
（動脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確
認し、酸素濃度や換気様式、呼吸回数、一回換気量等の人工呼吸器の設定条件を変更する（NPPV（非侵襲的
陽圧換気療法）を除く）。

注２

人工呼吸管理下の鎮静
管理

医師の指示の下、手順書により、身体所見（睡眠・覚醒のリズム、呼吸状態、人工呼吸器との同調など）や検査
結果（動脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状の範囲にあること
を確認し、鎮静薬の投与量の調整を行う。

人工呼吸器装着中の患
者のウィーニングの実施

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、一回換気量、努力呼吸の有無、意識レベルなど）、検査
結果（動脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）や、血行動態が医師から指示された病状の範
囲にあることを確認し、人工呼吸器のウィーニングを実施する。

NPPV（非侵襲的陽圧換
気療法）モード設定条件
の変更

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、気道の分泌物の量、努力呼吸の有無、意識レベルなど）
や検査結果（動脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状の範囲に
あることを確認後、NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）の設定条件を変更する。

気管カニューレの交換 医師の指示の下、手順書により、気管カニューレの状態（カニューレ内の分泌物の貯留、内腔の狭窄の有無な
ど）、身体所見（呼吸状態など）や検査結果（SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状
の範囲にあることを確認し、留置している気管カニューレを交換する。

※保健師助産師看護師法（第37条の2第2項）の定義に基づき、全ての「行為の概要」において「プロトコールに基づき」を「手順書により」に、「状態の範囲」を「病状の範囲」に修正。
※本資料において、「歯科医行為」の場合は「医師」を「歯科医師」と読み替えるものとする。

第１回看護師特定行為・研修部会
資料４

平成２６年９月１０日

○第２０回チーム医療推進会議（平成25年10月29日）で提示された特定行為の内容及び行為の概要の案は以下の通り。

特定行為（案）について

注１：第３５回社会保障審議会医療部会にて意見あり（参考資料６参照）
注２：第１８６回通常国会にて質問あり（参考資料６参照）
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行為 行為の概要 備考
直接動脈穿刺による採
血

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無など）や検査結果（SpO２（経皮的動脈血
酸素飽和度）など）が、医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、経皮的に橈骨動脈、上腕動脈、大腿
動脈等を穿刺し、動脈血を採取した後、針を抜き圧迫止血を行う。

橈骨動脈ラインの確保 医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無、チアノーゼなど）や検査結果（動脈血液
ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、経皮的
に橈骨動脈から穿刺し、内套針に動脈血の逆流を確認後に針を進め、最終的に外套のカニューレのみを動脈内
に押し進め留置する。

「一時的ペースメーカー」
の操作・管理

医師の指示の下、手順書により、身体所見（血圧、自脈とペーシングとのバランス、動悸の有無、めまい、呼吸困
難感など）や検査結果（心電図モニター所見など）などが医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、
ペースメーカーを、操作・管理する。

「一時的ペースメーカー
リード」の抜去

医師の指示の下、手順書により、身体所見（血圧、自脈とペーシングとのバランス、動悸の有無、めまい、呼吸困
難感など）や検査結果（心電図モニター所見など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、経静脈
的に挿入され右心室内に留置されていたリードを抜去する。抜去部は、縫合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付す
る。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

PCPS（経皮的心肺補助
装置）等補助循環の操
作・管理

医師の指示の下、手順書により、身体所見（挿入部の状態、末梢冷感の有無、尿量など）、血行動態（収縮期圧、
PCWP（ウエッジ圧）、CI（心係数）、SVO2（混合静脈血酸素飽和度）、CVP（中心静脈圧）など）や検査結果（ACT
（活性化凝固時間）など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、PCPS（経皮的心肺補助装置）の
作動状況を確認・操作を行う。

大動脈内バルーンパン
ピング離脱のための補
助頻度の調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（胸部症状、呼吸困難感の有無、尿量など）や血行動態（血圧、肺動脈
楔入圧、SVO2（混合静脈血酸素飽和度）、CI（心係数）など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、
大動脈内バルーンパンピング（IABP）離脱のための補助頻度の調整を実施する。

急性血液浄化に係る透
析・透析濾過装置の操
作・管理

医師の指示の下、手順書により、身体所見（血圧、体重の変化、心電図モニター所見など）や検査結果（動脈血液
ガス分析、BUN（血中尿素窒素）、Ｋ値など）、循環動態が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、急
性血液浄化に係る透析・透析濾過装置を操作、管理する。

腹腔ドレーン抜去（腹腔
穿刺後の抜針含む）

医師の指示の下、手順書により、身体所見（排液の性状や量、腹痛の程度、挿入部の状態など）が医師から指示
された病状の範囲にあることを確認し、腹腔内に挿入・留置されたドレーン又は穿刺針を抜去する。抜去部は、縫
合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

胸腔ドレーン抜去 医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、エアリークの有無、排液の性状や量、挿入部の状態など）
や検査結果（レントゲン所見など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、胸腔内に挿入・留置され
たドレーンを、患者の呼吸を誘導しながら抜去する。抜去部は、縫合あるいは結紮閉鎖する。縫合糸で固定されて
いる場合は抜糸を行う。

胸腔ドレーン低圧持続吸
引中の吸引圧の設定・
変更

医師の指示の下、手順書により、身体所見（呼吸状態、エアリークの有無、排液の性状や量など）や検査結果（レ
ントゲン所見など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し吸引圧の設定・変更をする。

２



行為 行為の概要 備考
心嚢ドレーン抜去 医師の指示の下、手順書により、身体所見（排液の性状や量、挿入部の状態、心タンポナーデ症状の有無など）

や検査結果などが医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、心囊部へ挿入・留置していたドレーンを
抜去する。抜去部は、縫合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

創部ドレーン抜去 医師の指示の下、手順書により、身体所見（排液の性状や量、挿入部の状態、発熱の有無など）や検査結果など
が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、創部に挿入・留置されたドレーンを抜去する。抜去部は
開放、ガーゼドレナージ、または閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

硬膜外チューブからの鎮
痛剤の投与、投与量の
調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（疼痛の程度、嘔気・呼吸苦の有無、血圧など）、術後経過（安静度の
拡大など）や検査結果が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、硬膜外チューブからの鎮痛剤の投
与、投与量を調整する（PCA（患者自己調節鎮痛法）を除く）。

褥瘡の血流のない壊死
組織のシャープデブリー
ドマン

医師の指示の下、手順書により、身体所見（血流のない壊死組織の範囲、肉芽の形成状態、膿・滲出液の有無、
褥瘡部周囲の皮膚の発赤の程度など）や検査結果が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、褥瘡
部の壊死組織で遊離した、血流のない組織を滅菌セーレ、メス、滅菌鑷子等で取り除き、創洗浄、穿刺による排
膿などを行う。出血があった場合は電気メス（双極性凝固器）や縫合による止血処置を行う。

注２

創傷の陰圧閉鎖療法の
実施

医師の指示の下、手順書により、身体所見（創部の深さ、創部の分泌物、壊死組織の有無、発赤、腫脹、疼痛な
ど）や血液検査データ、使用中の薬剤が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、創面全体を被覆剤
で密封し、ドレナージ管を接続し吸引装置の陰圧の設定、モード（連続、間欠吸引）選択を行い、創に陰圧をかけ
ることにより、創の保護、肉芽形成の促進、滲出液と感染性老廃物の除去を図り、創傷治癒を促進させる。

褥瘡・慢性創傷における
腐骨除去

医師の指示の下、手順書により、身体所見（創面への腐骨の露出、疼痛、感染徴候の有無など）や血液検査
データ、使用中の薬剤が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、壊死を起こし周囲の組織から遊離
している骨について、リューエル鉗子等を使用して除去する。

持続点滴投与中薬剤
（降圧剤）の病態に応じ
た調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（意識レベル、尿量の変化、血圧など）や検査結果が医師から指示さ
れた病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中の降圧剤（注射薬）の投与量の調整を行う。

持続点滴投与中薬剤（カ
テコラミン）の病態に応じ
た調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（動悸の有無、尿量、血圧など）、血行動態や検査結果が医師から指
示された病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中のカテコラミン（注射薬）の投与量の調整を行う。

持続点滴投与中薬剤
（利尿剤）の病態に応じ
た調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（口渇、血圧、尿量、水分摂取量、不感蒸泄など）や検査結果（電解
質など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中の利尿剤（注射薬）の投与量の調整
を行う。

持続点滴投与中薬剤
（K、Cl、Na）の病態に
応じた調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（口渇・倦怠感の程度、不整脈の有無、尿量など）や検査結果（電解
質、酸塩基平衡など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中のK、Cｌ、Na（注射薬）
の投与量の調整を行う。

持続点滴投与中薬剤
（糖質輸液、電解質輸
液）の病態に応じた調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（食事摂取量、栄養状態、尿量、水分摂取量、不感蒸泄など）が医師
から指示された病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整を行う。

注２：第１８６回通常国会にて質問あり（参考資料６参照） ３



行為 行為の概要 備考

病態に応じたインスリン
投与量の調整

医師の指示の下、手順書（スライディングスケールは除く）により、身体所見（口渇、冷汗の程度、食事摂取量な
ど）や検査結果（血糖値など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、インスリンの投与量を調整
する。

注２

脱水の程度の判断と輸
液による補正

医師の指示の下、手順書により、身体所見（食事摂取量、皮膚の乾燥の程度、排尿回数、発熱の有無、口渇・倦
怠感の程度など）や検査結果（電解質など）が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、輸液による補
正を行う。

注２

持続点滴投与中薬剤
（高カロリー輸液）の病態
に応じた調整

医師の指示の下、手順書により、身体所見（食事摂取量、栄養状態など）や検査結果が医師から指示された病状
の範囲にあることを確認し、持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整を行う。

中心静脈カテーテルの
抜去

医師の指示の下、手順書により、身体所見（発熱の有無、食事摂取量など）や検査結果が医師から指示された病
状の範囲にあることを確認し、中心静脈に挿入しているカテーテルを引き抜き、止血するとともに、全長が抜去さ
れたことを確認する。抜去部は、縫合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜
糸を行う。

PICC（末梢静脈挿入式
静脈カテーテル）挿入

医師の指示の下、手順書により、身体所見（末梢血管の状態に基づく末梢静脈点滴実施の困難さ、食事摂取量な
ど）や検査結果が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、超音波検査において穿刺静脈を選択し、
経皮的に肘静脈又は上腕静脈を穿刺し、PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）を挿入する。

臨時薬剤（抗けいれん
剤）の投与

医師の指示の下、手順書により、身体所見（発熱の程度、頭痛や嘔吐の有無、発作の様子など）、既往の有無が、
医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、抗けいれん剤を投与する。

臨時薬剤（抗精神病薬）
の投与

医師の指示の下、手順書により、身体所見（興奮状態の程度、継続時間、せん妄の有無など）が医師から指示さ
れた病状の範囲にあることを確認し、抗精神病薬を投与する。

臨時薬剤（抗不安薬）の
投与

医師の指示の下、手順書により、身体所見（不安の程度、継続時間など）が、医師から指示された病状の範囲に
あることを確認し、抗不安薬を投与する。

臨時薬剤（感染徴候時
の薬剤）の投与

医師の指示の下、手順書により、身体所見（尿混濁の有無、発熱の程度など）や検査結果が、医師から指示され
た病状の範囲にあることを確認し、感染徴候時の薬剤を投与する。

抗癌剤等の皮膚漏出時
のステロイド薬の調整・
局所注射の実施

医師の指示の下、手順書により、身体所見（穿刺部位の皮膚の発赤や腫脹の程度、疼痛の有無など）、漏出した
薬剤の量が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、持続点滴中の副腎皮質ステロイド薬（注射薬）の
投与量の調整・局所注射を実施する。

胃ろう・腸ろうチューブ、
胃ろうボタンの交換

医師の指示の下、手順書により、身体所見（瘻孔の破たんの有無、接着部や周囲の皮膚状態、発熱の有無など）
が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、胃ろうボタンの交換や、胃ろう・腸ろうチューブの入れ替え
を実施する。

膀胱ろうカテーテルの交
換

医師の指示の下、手順書により、身体所見（瘻孔の破たんの有無、接着部や周囲の皮膚状態、発熱の有無など）
が医師から指示された病状の範囲にあることを確認し、膀胱ろうカテーテルの交換を行う。

注２：第１８６回通常国会にて質問あり（参考資料６参照） ４



特定行為区分（案）について

第１回看護師特定行為・研修部会
資料５

平成２６年９月１０日

※ 研修機関は、下記の特定行為区分を研修の最小単位として指定する。
※ 研修機関によっては、特定行為の区分を２つ以上組み合わせて研修を行うこともありうる。

○第２０回チーム医療推進会議（平成25年10月29日）で提示された特定行為区分の案は以下の通り。

特定行為区分
（研修の最小単位）

特定行為区分に含まれる行為

経口・経鼻気管挿管チューブの位置調節
経口・経鼻気管挿管の実施

経口・経鼻気管挿管チューブの抜管

人工呼吸器モードの設定条件の変更

人工呼吸管理下の鎮静管理

人工呼吸器装着中の患者のウィーニングの実

施

NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）モード設定

条件の変更

気管カニューレの交換

直接動脈穿刺による採血

橈骨動脈ラインの確保

「一時的ペースメーカー」の操作・管理

「一時的ペースメーカーリード」の抜去

PCPS（経皮的心肺補助装置）等補助循環の

操作・管理

大動脈内バルーンパンピング離脱のための補

助頻度の調整

急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置の操

作・管理

腹腔ドレーン抜去（腹腔穿刺後の抜針含む）

胸腔ドレーン抜去

胸腔ドレーン低圧持続吸引中の吸引圧の設

定・変更

心囊ドレーン抜去

創部ドレーン抜去

硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与量

の調整

循環器関連

ドレーン管理関連

呼吸器関連（気道確保に係

る行為）

呼吸器関連（人工呼吸療法

に係る行為）

動脈血液ガス分析関連

特定行為区分
（研修の最小単位）

特定行為区分に含まれる行為

褥瘡の血流のない壊死組織のシャープデブリードマン

創傷の陰圧閉鎖療法の実施

褥瘡・慢性創傷における腐骨除去

持続点滴投与中薬剤（降圧剤）の病態に応じた調整

持続点滴投与中薬剤（カテコラミン）の病態に応じた調

整

持続点滴投与中薬剤（利尿剤）の病態に応じた調整

持続点滴投与中薬剤（K、Cl、Na）の病態に応じた調整
持続点滴投与中薬剤（糖質輸液、電解質輸液）の病態に

応じた調整

血糖コントロールに係る薬剤
投与関連

病態に応じたインスリン投与量の調整

脱水の程度の判断と輸液による補正

持続点滴投与中薬剤（高カロリー輸液）の病態に応じた

調整

中心静脈カテーテルの抜去

PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）挿入

臨時薬剤（抗けいれん剤）の投与

臨時薬剤（抗精神病薬）の投与

臨時薬剤（抗不安薬）の投与

感染に係る薬剤投与関連 臨時薬剤（感染徴候時の薬剤）の投与

皮膚損傷に係る薬剤
投与関連

抗癌剤等の皮膚漏出時のステロイド薬の調整・局所注射

の実施

胃ろう・腸ろうチューブ、胃ろうボタンの交換

膀胱ろうカテーテルの交換

創傷管理関連

ろう孔管理関連

精神・神経症状に係る薬剤
投与関連

栄養・水分管理に係る薬剤
投与関連

栄養に係るカテーテル管理
関連

循環動態に係る薬剤投与関連

1
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特定行為に係る看護師の研修制度の関係法律等 
 
保健師助産師看護師法（抄）（昭和 23 年法律第 203 号） 
※ 平成 27 年 10 月 1 日施行の改正内容を反映した条文 
 
第三十七条の二 特定行為を手順書により行う看護師は、指定研修機関において、当

該特定行為の特定行為区分に係る特定行為研修を受けなければならない。 
２ この条、次条及び第四十二条の四において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 
一 特定行為 診療の補助であつて、看護師が手順書により行う場合には、実践的な

理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能が特に必要とされ

るものとして厚生労働省令で定めるものをいう。 
二 手順書 医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示と

して厚生労働省令で定めるところにより作成する文書又は電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記

録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）であつて、

看護師に診療の補助を行わせる患者の病状の範囲及び診療の補助の内容その他の

厚生労働省令で定める事項が定められているものをいう。 
三 特定行為区分 特定行為の区分であつて、厚生労働省令で定めるものをいう。 
四 特定行為研修 看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされる

実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能の向上を

図るための研修であつて、特定行為区分ごとに厚生労働省令で定める基準に適合す

るものをいう。 
五 指定研修機関 一又は二以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う学校、病

院その他の者であつて、厚生労働大臣が指定するものをいう。 
３ 厚生労働大臣は、前項第一号及び第四号の厚生労働省令を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、医道審議会の意見を聴かなければならない。 
 
第三十七条の三 前条第二項第五号の規定による指定（以下この条及び次条において

単に「指定」という。）は、特定行為研修を行おうとする者の申請により行う。 
２ 厚生労働大臣は、前項の申請が、特定行為研修の業務を適正かつ確実に実施する

ために必要なものとして厚生労働省令で定める基準に適合していると認めるときで

なければ、指定をしてはならない。 
３ 厚生労働大臣は、指定研修機関が前項の厚生労働省令で定める基準に適合しなく

なつたと認めるとき、その他の厚生労働省令で定める場合に該当するときは、指定

を取り消すことができる。 

第１回看護師特定行為・研修部会 
参考資料１ 

平成２６年９月１０日 
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４ 厚生労働大臣は、指定又は前項の規定による指定の取消しをしようとするときは、

あらかじめ、医道審議会の意見を聴かなければならない。 
 
第三十七条の四 前二条に規定するもののほか、指定に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 
 
第四十二条の四 厚生労働大臣は、特定行為研修の業務の適正な実施を確保するため

必要があると認めるときは、指定研修機関に対し、その業務の状況に関し報告させ、

又は当該職員に、指定研修機関に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させるこ

とができる。 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、

関係人にこれを提示しなければならない。 
３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 
 
 
地域における医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関

する法律（抄）（平成 26 年法律第 83 号） 
 
（保健師助産師看護師法の一部改正） 
第八条 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の一部を次のように 

改正する。 
（略） 

 
附 則 

 
（施行期日） 
第一条 この法律は公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 …（略）…附則第七条、第十三条ただし書、第十八条、第二十条第一項ただし書、

第二十二条、第二十五条、第二十九条、第三十一条、第六十一条、第六十二条、第

六十四条、第六十七条、第七十一条及び第七十二条の規定 公布の日 
二 （略） 
三 …（略）…附則第五条、第八条第二項及び第四項、第九条から第十二条まで、第

十三条（ただし書を除く。）、第十四条から第十七条まで、第二十八条、第三十条、

第三十二条第一項、第三十三条から第三十九条まで、第四十四条、第四十六条並び

に第四十八条の規定、…（略）… 平成二十七年四月一日 
四 （略） 
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五 …（略）…第八条の規定並びに第二十一条の規定（第三号に掲げる改正規定を除

く。）並びに附則第六条、第二十七条及び第四十一条の規定 平成二十七年十月一

日 
六・七 （略） 

 
（検討） 
第二条 政府は、この法律の公布後必要に応じ、地域における病床の機能の分化及び

連携の推進の状況等を勘案し、更なる病床の機能の分化及び連携の推進の方策につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 
２・３ （略） 
４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の公布後五年を目途として、この

法律による改正後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」とい

う。）の施行の状況等を勘案し、改正後の各法律の規定について検討を加え、必要が

あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
 

（保健師助産師看護師法の一部改正に伴う経過措置） 
第二十七条 附則第一条第五号に掲げる規定の施行の際現に看護師免許を受けている

者及び同号に掲げる規定の施行前に看護師免許の申請を行った者であって同号に掲

げる規定の施行後に看護師免許を受けたものについては、第八条の規定による改正

後の保健師助産師看護師法（次条及び附則第二十九条において「新保助看法」とい

う。）第三十七条の二第一項の規定は、同号に掲げる規定の施行後五年間は、適用し

ない。 
 
第二十八条 新保助看法第三十七条の三第一項の規定による指定を受けようとする者

は、第五号施行日前においても、その申請を行うことができる。 
 
第二十九条 政府は、医師又は歯科医師の指示の下に、新保助看法第三十七条の二第

二項第二号に規定する手順書によらないで行われる同項第一号に規定する特定行為

が看護師により適切に行われるよう、医師、歯科医師、看護師その他の関係者に対

して同項第四号に規定する特定行為研修の制度の趣旨が当該行為を妨げるものでは

ないことの内容の周知その他の必要な措置を講ずるものとする。 
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地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律案に対する附帯決議（抄）（平成 26 年 6 月 17 日参議院厚生労働委員会） 
 
政府は、公助、共助、自助が最も適切に組み合わされるよう留意しつつ、社会保障

制度改革を行うとともに、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ず

るべきである。 
一～三 （略） 
四、保健師助産師看護師法の一部改正について 
１ 指定研修機関の基準や研修内容の策定に当たっては、医療安全上必要な医療水準

を確保するため、試行事業等の結果を踏まえ、医師、歯科医師、看護師等関係者の

意見を十分に尊重し、適切な検討を行うとともに、制度実施後は、特定行為の内容

も含め、随時必要な見直しを実施すること。 
２ 特定行為の実施に係る研修制度については、その十分な周知に努めること。また、

医師又は歯科医師の指示の下に診療の補助として医行為を行える新たな職種の創

設等については、関係職種の理解を得つつ検討を行うよう努めること。 
五・六 （略） 



特定行為に係る看護師の研修制度のこれまでの検討経緯特定行為に係る看護師の研修制度のこれまでの検討経緯

第１回看護師特定行為・研修部会
参考資料２

平成２６年９月１０日

有識者会議の開催等 試行事業の実施

平成21年度 平成22年3月 「チーム医療の推進に関する検討会」報告書

「一定の医学的教育・実務経験を前提に専門的な臨床実践能力を有する看護師が、従来、一般的には
「診療の補助」に含まれないものと理解されてきた一定の医行為を医師の指示を受けて実施できる新た
な枠組みを構築する必要がある。」

平成22年度

～

平成24年度

平成22年5月 「チーム医療推進会議」及び同会議の下に「チーム医療推進のための看護業
務検討ワーキンググループ」を設置し、具体的議論を開始

※平成22年度厚生労働科学特別研究事業にて看護業務実態調査(調査項目203項目）を実施

・特定行為を実施する
看護師の養成に関す
る調査試行事業の実
施（平成22~24年度）
・特定行為を実施する
看護師の業務に関す
る試行事業の実施
（平成23~24年度）

平成24年9月 特定行為等についての意見募集の実施（1回目）

平成25年3月 チーム医療推進会議による「特定行為に係る研修制度（案）」取りまとめ

「医師又は歯科医師の指示の下、プロトコールに基づき、特定行為を行おうとする看護師は、厚生労働大
臣が指定する研修機関において、厚生労働省令で定める基準に適合する研修の受講を義務づける。」

平成25年度 平成25年7月 特定行為等についての意見募集の実施（2回目） ・「診療の補助におけ
る特定行為に係る医
師の指示に基づくプ
ロトコール試行事業」
の実施（平成25年
度）

平成25年10月 第20回チーム医療推進会議において、「特定行為に係る看護師の研修制度
（案）」の枠組みに基づき、特定行為及び特定行為研修区分（案）、指定研修
の基準に係る事項を提示。

平成25年12月 社会保障審議会医療部会による「医療法等改正に関する意見」取りまとめ

「診療の補助のうち、実践的な理解力、思考力及び判断力を要し、かつ高度な専門知識及び技能をもっ
て行う必要のある行為（「特定行為」）を明確化するとともに、医師又は歯科医師の指示の下、プロトコー
ルに基づき、特定行為を実施する看護師に係る研修制度を創設する。」

平成26年度 平成26年6月 国会審議を経て、保健師助産師看護師法の一部改正を含む「地域における医療及び介
護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第
83号）」が成立

・「特定行為研修制度
における手順書活用
事業」の実施（平成
26年度）

１
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特定行為に係る看護師の研修制度について 

平成25年３月29日 

チーム医療推進会議 

 

 本推進会議においては、「チーム医療の推進に関する検討会」の報告書

（平成22年3月）を受け、平成22年5月から、チーム医療の一環として、

看護師が医師又は歯科医師の包括的な指示の下、診療の補助を行う場合の

仕組みのあり方について19回にわたり議論を重ねてきた。また、その仕

組みの前提となる、診療の補助における特定行為の内容、研修のあり方等

については、チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループに

おいて31回にわたり議論を重ねてきた。 

この間、平成23年12月には、 

・ 看護師が現在行っている高度な知識・判断が必要とされる行為の中に

は、診療の補助に含まれるか否かが明確でないものが存在すること 

・ これらの行為を実施するに当たっては、医療安全の観点から、教育を

付加することが必要であること 

について、本推進会議として意見が一致したところである。 

 その後、本制度案の具体的内容について検討する過程において、「チー

ム医療の推進に関する検討会」の報告書の内容やこれまでの本推進会議に

おける意見を踏まえ、本制度を創設するに当たっての基本的考え方につい

ても整理しつつ議論を重ねた。 

 その過程においては、個々の行為について絶対的医行為か診療の補助の

範囲かについて各委員の間でも意見の相違があることが明らかとなった。

本推進会議の委員の大勢は、そのような意見の相違を踏まえ、本制度の確

立が、チーム医療の推進を図り、医療安全の確保にも資するという考え方

の下、別添の「特定行為に係る看護師の研修制度（案）」について、概ね

妥当との意見であった。 

 日本医師会代表の委員からは、チーム医療の推進、医療安全の確保の観

点から、多くの問題点があるとして、現行の案には反対との意見があった。 

また、日本看護系大学協議会代表の委員からは、特定行為の内容、研修

制度のあり方について十分に審議の上、制度化を判断すべきとの意見があ

った。 

 厚生労働省においては、本報告書を踏まえ、特定行為に係る看護師の研

修制度の実現に向けて、課題の更なる検討、調整を進められたい。 

 また、本制度の施行までの間における具体的内容の検討に当たっては、

研修を修了した看護師に対する医療現場のニーズも踏まえながら、特定行

為の内容及びその領域、それに応じた研修の枠組み、実施方法等が審議会

において十分に審議されるべきである。 

第１回看護師特定行為・研修部会 
参考資料３ 

平成２６年９月１０日 
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特定行為に係る看護師の研修制度（案） 

 

○ 医師又は歯科医師の指示の下、診療の補助のうち、実践的な理解力、思

考力及び判断力を要し、かつ高度な専門知識及び技能をもって行う必要の

ある行為（以下「特定行為」という。）について、保助看法において明確

化する。 

  なお、特定行為の具体的な内容については、省令等で定める。 
※ 特定行為の規定方法は限定列挙方式とする。また、その追加・改廃については、医師、 

 歯科医師、看護師等の専門家が参画する常設の審議の場を設置し、そこで検討した上で決 

 定する。 

 

○ 医師又は歯科医師の指示の下、看護師が特定行為を実施する場合に、以

下のような研修を受けることを制度化する。 

・ 医師又は歯科医師の指示の下、プロトコール（プロトコールの対象とな

る患者及び病態の範囲、特定行為を実施するに際しての確認事項及び行

為の内容、医師への連絡体制など厚生労働省令で定める事項が定められ

ているもの）に基づき、特定行為を行おうとする看護師は、厚生労働大

臣が指定する研修機関において、厚生労働省令で定める基準に適合する

研修（以下「指定研修」という。）の受講を義務づける。 

・ 指定研修の受講が義務づけられない、特定行為を行う看護師については、

医療安全の観点から、保助看法上の資質の向上に係る努力義務として、

特定行為の実施に係る研修を受けることを追加する。 
 

※ 既存の看護師であっても、プロトコールに基づき特定行為を行おうとする場合は指定 

研修を受けなければならなくなることから、制度施行後、一定期間内に研修を受けなけ 

ればならないこととするといった経過措置を設ける。 

※ 特定行為が追加された場合であって、かつ、当該内容が研修の教育内容も変更する必 

 要がある場合にあっては、当該内容に係る追加の研修義務が生じる。 

 

○ 厚生労働大臣は、研修機関の指定を行う場合には、審議会の意見を聴か

なければならない。 
※ 審議会は、医師、歯科医師、看護師等の専門家により組織する。 

 

○ 特定行為に応じた研修の枠組み（教育内容、単位等）については、指定

研修機関の指定基準として省令等で定める。 
※ 指定基準の内容は、審議会で検討した上で決定する。 

 

○ 厚生労働大臣は、指定研修を修了した看護師からの申請により、当該研

修を修了した旨を看護師籍に登録するとともに、登録証を交付する。 
※ 指定研修機関における研修を修了したことの看護師籍への登録は、あくまで研修を修了したこ

とを確認するためのものであって、国家資格を新たに創設するものではない。 

別 添 
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特定行為に係る看護師の研修制度の創設に当たって 

 

 

診療の補助のうち特定行為に係る研修制度の創設に当たっては、以下の考

え方を基本として、その制度化が行われるべきである。 

 

1．医師又は歯科医師の指示の下で、診療の補助のうち特定行為を行う看護師

について研修制度を構築することは、チーム医療の推進を図り、医療安全

の確保にも資するものであり、国民のニーズに適った医療提供体制を構築

することにつながるものである。 

 

2．本制度は、医師又は歯科医師の指示を受けずに医行為又は歯科医行為を行

う看護師の創設に結びつけるものではない。 

 

3．本制度の指定研修を修了した看護師が、他の看護師や他の医療関係職種に

対して診療の補助に関する指示を行うことは不適切であり、指示を行うの

はあくまで医師又は歯科医師である。 

 

4．本制度を導入した場合でも以下の点に変わりはない。 

・ 看護師が絶対的医行為又は絶対的歯科医行為を行うことは違法であり、

看護師が医師又は歯科医師の指示なく診療の補助（応急の手当等を除く）

を行うことは違法である。 

・ 看護師は、医師又は歯科医師の指示の下であれば、診療の補助の範囲内

において医行為又は歯科医行為を行うことは可能である。 

・ 患者の病態や看護師の能力を勘案し、 

   ①医師又は歯科医師が直接対応するか 

   ②どのような指示により看護師に診療の補助を行わせるか 

  の判断は医師又は歯科医師が行う。 

 

5．看護師は、本制度の導入にかかわらず、療養上の世話及び診療の補助につ

いて、その専門性の向上や資質の向上に努めるものである。 

 

別紙１ 
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特定行為に係る看護師の研修制度（案）に対する日本医師会の意見 

 

 

１．日進月歩の医療現場にあって、特定行為を法令で定めることは現実的で

はなく、チーム医療を阻害するおそれがある。 

 

２．医師の指示の内容は、患者の病態、診療の補助の内容、看護師の業務経

験等によって判断されるものであり、医療現場において医師の指示を「包

括的指示」と「具体的指示」に明確に区別することは困難である。 

 

３．技術的あるいは判断の難易度が高い行為については、医師の具体的な指

示を受けて行うことが医療安全上望ましいものであり、研修を受けて実施

することは今まで通り当然のことである。 

 

４．看護業務検討ワーキンググループにおいて取りまとめられた「診療の補

助における特定行為（案）」の中には、特定行為に限らず一般の診療の補

助行為にもリスクの高い行為が含まれており、医療安全の観点から、これ

らも医師の具体的な指示を受けて行うべきである。 

 

５．それぞれの現場が必要とする領域や行為によって様々な内容の研修が想

定されるものであり、その修了を看護師籍に登録すべき必要性はなく、研

修施設が修了証を発行することで足りる。 

 

６．チーム医療の原点は、国家資格で認められた各職種の業務の質の向上に

尽きる。医師のメディカルコントロールの下に、医療安全を確保すること

が重要である。 

別紙２ 



 

 

診療の補助における特定行為（案）及び指定研修における 

行為群（案）に関する意見募集の結果 

 

○ 平成 25年 7月に関連学会に対し、診療の補助における特定行為（案）及び

指定研修における行為群（案）に関する意見募集を実施。結果※は、別紙の通

り。 

※第 34回チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ（平成 25年 8月 26日）

にて提示。 

 

 

別紙１ 診療の補助における特定行為（案）及び指定研修における行為群（案） 

に関する意見募集の結果概要 

 

別紙２ 診療の補助における特定行為（案）に対するご意見の概要 

 

別紙３ 診療の補助における特定行為（案）に対するご意見一覧 

 

別紙４ 指定研修における行為群（案）に対するご意見一覧 

 

別紙５ 診療の補助における特定行為（案）及び指定研修における行為群（案） 

に関する意見募集のその他のご意見 

第１回看護師特定行為・研修部会 
参考資料４ 

平成２６年９月１０日 

-1-
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Ⅰ意見募集の方法 

 意見募集の案内は、7月 4日からホームページ上に掲載した。 

 

１．募集期間 

   平成２５年７月１３日～８月５日（一次締め切り） 

 

２．募集の内容 

 ・診療の補助における特定行為（案）、包括的指示・具体的指示が行われてから診療補助が行わ 

れるまでの流れについて（イメージ）について、行為名、行為概要の医学的妥当性や包括的指 

示の有無等（「診療の補助における特定行為（案）」）について意見募集 

 ・指定研修における行為群（案）一覧について、病態確認の類似性等（「指定研修における行為 

群（案）」）について意見募集 

 

３．募集方法 

 ・上記の内容について意見を所定の様式にて電子メールで受付。 

・意見は学会単位での提出を求めた。 

 

４．意見募集にかかる説明会の実施 

１）意見募集にあたり説明会を開催した。開催案内はホームページ上に掲載。説明会では、意見

募集を実施するにあたり、これまでの検討の経緯及び意見募集の対象資料等について説明を行

った。 

２）開催日 

平成 25年 7月 10日（水）・11日（木）計 2回開催。 

３）参加者数 

合計：８３名 

 

Ⅱ結果 

１．意見提出件数（意見提出団体：５０団体 一次締め切り時点） 

１）診療の補助における特定行為（案）に対する具体的なご意見 

３２団体 ４２５件   

２）指定研修における行為群（案）に対する具体的なご意見 

１９団体 ６１件 

３）その他（制度や全体について等）のご意見 

２４団体 ２５件 

 

診療の補助における特定行為（案）及び 
指定研修における行為群（案）に関する意見募集の結果概要 

意見募集の結果について（概要） 

参考資料４－別紙 1 

第 34回チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ資料（資料１） 
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２．提出されたご意見 

 １）診療の補助における特定行為（案）に対するご意見の概要（資料２参照） 

 ２）診療の補助における特定行為（案）及び指定研修における行為群（案）に関する意見募集の 

   ご意見一覧（参考資料２－１から２－３参照） 
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これまでの検討状況

○ 本ワーキンググループでは、チーム医療推進会議報告書（平成25年3月29日）を踏まえ、
「特定行為に係る看護師の研修制度（案）」の枠組みに基づき、診療の補助における特定行
為の内容及び指定研修の基準に係る事項（行為の区分、研修内容、方法等）について議論を
行い、その結果は、別添１～３のとおりであった。

1

チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ

第20回チーム医療推進会議（10月29日） 資料３

第１回看護師特定行為・研修部会
参考資料５

平成２６年９月１０日
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１．診療の補助における特定行為（案）について

（１）特定行為の範囲について

○ 特定行為とは、医師又は歯科医師の指示の下、診療の補助のうち、実践的な理解力、思考力及び判断力を

要し、かつ高度な専門知識及び技能をもって行う必要のある行為と定義される。

○ 上記の定義に基づき、特定行為の検討に当たっては、

・行為そのものに「技術的な難易度又は判断の難易度」があることに加えて、

・予め対象となる患者の病態の変化に応じた行為の内容が明確に示された、特定行為に係るプロトコール注

に基づき、看護師が患者の病態の確認を行った上で実施することがある行為であること

を判定基準とした。

注：プロトコールの対象となる患者及び病態の範囲、特定行為を実施するに際しての確認事項及び行為の内容、医師への連絡体制など

厚生労働省令で定める事項が定められているもの

※特定行為を包括的指示で実施する場合の流れは別添３のｐ４のとおりである。本制度における包括的指示とは医師又は歯科医師が個々

の患者の診察を行い、患者の状態を把握し、指定研修を修了した看護師に行わせることが可能かどうか判断した上で、対象となる患者の

病態の範囲や確認事項の内容等が明示されたプロトコールに基づき、個々の看護師に対して出されるものである。

○ こうした考え方に基づき議論を行った結果、別添１のとおり、４１行為を診療の補助における特定行為（案）と

した。

○ 今後、特定行為の範囲について最終的な結論を得るまでの過程においては、学術団体等から出された意見

のほか、厚生労働省で行われているプロトコールに関する試行事業注の結果も踏まえて、臨床現場への影響

も特に考慮しつつ、検討を行うことが必要である。

注：平成25年度 診療の補助における特定行為に係る医師の指示に基づくプロトコール試行事業 2
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（２）特定行為等に関する留意点について

○ 指定研修を修了していない看護師であっても、医師又は歯科医師の具体的指示に基づいて特定行

為を行うことは可能である。

●この点について、医療安全の観点から、保健師助産師看護師法の資質の向上に係る努力義務と

して、当該看護師には特定行為の実施に係る研修を受けることが追加される。各医療機関等におい

て実施される当該研修について、研修の一定の質が担保されるように環境を整備するための取り組

みが求められる。

○ また、今回の検討の過程で特定行為（案）に該当しなかった行為であって、診療の補助として厚生

労働省において明確化される行為についても、医師又は歯科医師の指示の下、看護師が行うことは

可能である。

●そのうち難易度が高いとされた行為については、医療安全の観点から、その実施に当たって研修

等を実施するなど、各医療機関等において適切な対応が行われるよう厚生労働省による周知が必要

である。

3
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２．特定行為に係る看護師の指定研修の基準に係る事項（案）について

（１）指定研修の基本的な考え方について
○ 指定研修を修了した看護師は、医師又は歯科医師の指示の下、プロトコールに基づき特定行為を行うこととなる。そのよ
うにして各活動の場において期待される役割を担うためには、医師又は歯科医師の指導の下、実践と振り返りを繰り返し
習熟を目指す。

（２）指定研修機関の指定に係る特定行為の区分について

○ 「特定行為に係る看護師の研修制度（案）」における指定研修は、特定行為の区分に応じたものとする。その区分につい

ては、看護師による患者の病態の確認内容が類似した行為をまとめるという考え方の下、別添２の区分（案）とした。

○ 研修機関の指定は特定行為の区分ごとに行われることとなる。ただし、指定研修機関が独自の裁量でその区分を組み合

わせて指定研修を提供することができる。

その際、どのような医療現場の領域での活動を念頭に置いた指定研修を提供しようとしているのか、各指定研修機関が
受講者に対して事前に提示することができる。

（３）指定研修の基準に係る具体的な内容について
○ 指定基準に係る具体的な内容については、検討の結果、別添３のとおりとした。

○ 今後、指定研修の基準に係る具体的な内容について、最終的な結論を得るまでの過程においては、学術団体の意見、養
成調査試行事業等の結果も踏まえ、引き続き検討を行う必要がある。

4
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３．その他

（１）制度の周知について
チーム医療推進の観点から、医療関係職種や医療・教育現場において、以下の点が広く理解されることが重要である。
○ 本制度における包括的指示とは、いわゆる「お任せ」の指示を意味するのではないこと。

○ 指定研修を修了した看護師がいる場合であっても、特定行為をプロトコールに基づく医師又は歯科医師の包括的指示
で実施するだけでなく、具体的指示による実施、または医師又は歯科医師自らが直接対応すべき場合もありうる。包括的
指示か具体的指示か、いずれの指示により看護師に特定行為を行わせるか、または直接対応するかの判断は、医師又は
歯科医師が患者の病態や看護師の能力を勘案し行うものであること。

○ 特定行為以外の診療の補助行為に係る医師又は歯科医師の指示の取り扱いは従前のとおりであること。

（２）制度施行後の留意点について
○ 制度施行後、指定研修を修了した看護師がどのような医療現場で活動しているのかを含めて、制度化による医療現場
の変化等を把握することが必要である。こうした状況を把握し、特定行為の内容や、研修の内容・基準等について検証を
行った上で、必要に応じて見直しを行うこと。

5
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2 直接動脈穿刺による採血
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無など）や検査結果（SpO２（経皮的動脈血酸素飽
和度）など）が、医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、経皮的に橈骨動脈、上腕動脈、大腿動脈等を穿刺し、動脈
血を採取した後、針を抜き圧迫止血を行う。

57 気管カニューレの交換
医師の指示の下、プロトコールに基づき、気管カニューレの状態（カニューレ内の分泌物の貯留、内腔の狭窄の有無など）、身体
所見（呼吸状態など）や検査結果（SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認
し、留置している気管カニューレを交換する。

59
経口・経鼻気管挿管チューブの
位置調節

医師の指示の下、プロトコールに基づき身体所見（呼吸音、一回換気量、胸郭の上がりなど）及び検査結果（SpO２（経皮的動脈
血酸素飽和度）、レントゲン所見など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、適切な部位に位置するように、経
口・経鼻気管挿管チューブの深さの調節を行う。

60 経口・経鼻気管挿管の実施
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無など）や検査結果（動脈血液ガス分析、SpO２（経
皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し経口・経鼻気管挿管を実施する。

61
経口・経鼻気管挿管チューブの
抜管

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無、意識レベルなど）や検査結果（動脈血液ガス分
析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が、医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、気管チューブのカフの空気
を抜いて、経口または経鼻より気道内に留置している気管挿管チューブを抜去する。抜管後に気道狭窄や呼吸状態が悪化した
場合は、再挿管を実施する。

62
人工呼吸器モードの設定条件
の変更

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（人工呼吸器との同調、一回換気量、意識レベルなど）や検査結果（動脈血液
ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、酸素濃度や換気様
式、呼吸回数、一回換気量等の人工呼吸器の設定条件を変更する（NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）を除く）。

行為
番号

行為名
※すべての特定行為は医師又は歯科医
師の指示の下に行うものである。

行為の概要

診療の補助における特定行為（案）
※本資料において、「歯科医行為」の場合は「医師」を「歯科医師」と読み替えるものとする。

＜特定行為とは＞

・行為そのものに「技術的な難易度又は判断の難易度」があることに加えて、

・予め対象となる病態の変化に応じた行為の内容が明確に示された、特定行為に係るプロトコールに基づき、看護師が患者の病態の確認を行った上

で実施することがある行為

第20回チーム医療推進会議（10月29日）資料３別添１
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行為
番号

行為名
※すべての特定行為は医師又は歯科医
師の指示の下に行うものである。

行為の概要

63 人工呼吸管理下の鎮静管理
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（睡眠・覚醒のリズム、呼吸状態、人工呼吸器との同調など）や検査結果（動
脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、鎮静薬の投与
量の調整を行う。

64
人工呼吸器装着中の患者の
ウィーニングの実施

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、一回換気量、努力呼吸の有無、意識レベルなど）、検査結果（動
脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）や、血行動態が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、
人工呼吸器のウィーニングを実施する。

66
NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）
モードの設定条件の変更

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、気道の分泌物の量、努力呼吸の有無、意識レベルなど）や検査
結果（動脈血液ガス分析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認後、NPPV
（非侵襲的陽圧換気療法）の設定条件を変更する。

69・70
-2

褥瘡の血流のない壊死組織の
シャープデブリードマン

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（血流のない壊死組織の範囲、肉芽の形成状態、膿・滲出液の有無、褥瘡部
周囲の皮膚の発赤の程度など）や検査結果が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、褥瘡部の壊死組織で遊離し
た、血流のない組織を滅菌セーレ、メス、滅菌鑷子等で取り除き、創洗浄、穿刺による排膿などを行う。出血があった場合は電気
メス（双極性凝固器）や縫合による止血処置を行う。

74 創傷の陰圧閉鎖療法の実施

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（創部の深さ、創部の分泌物、壊死組織の有無、発赤、腫脹、疼痛など）や血
液検査データ、使用中の薬剤が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、創面全体を被覆剤で密封し、ドレナージ管
を接続し吸引装置の陰圧の設定、モード（連続、間欠吸引）選択を行い、創に陰圧をかけることにより、創の保護、肉芽形成の促
進、滲出液と感染性老廃物の除去を図り、創傷治癒を促進させる。

79 橈骨動脈ラインの確保
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、努力呼吸の有無、チアノーゼなど）や検査結果（動脈血液ガス分
析、SpO２（経皮的動脈血酸素飽和度）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、経皮的に橈骨動脈から穿刺
し、内套針に動脈血の逆流を確認後に針を進め、最終的に外套のカニューレのみを動脈内に押し進め留置する。

80
PICC（末梢静脈挿入式静脈カ
テーテル）挿入

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（末梢血管の状態に基づく末梢静脈点滴実施の困難さ、食事摂取量など）や
検査結果が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、超音波検査において穿刺静脈を選択し、経皮的に肘静脈又は
上腕静脈を穿刺し、PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）を挿入する。

82 中心静脈カテーテルの抜去
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（発熱の有無、食事摂取量など）や検査結果が医師から指示された状態の範
囲にあることを確認し、中心静脈に挿入しているカテーテルを引き抜き、止血するとともに、全長が抜去されたことを確認する。抜
去部は、縫合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

86
腹腔ドレーン抜去（腹腔穿刺後
の抜針含む）

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（排液の性状や量、腹痛の程度、挿入部の状態など）が医師から指示された
状態の範囲にあることを確認し、腹腔内に挿入・留置されたドレーン又は穿刺針を抜去する。抜去部は、縫合あるいは閉塞性ド
レッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。
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行為
番号

行為名
※すべての特定行為は医師又は歯科医
師の指示の下に行うものである。

行為の概要

88 胸腔ドレーン抜去
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、エアリークの有無、排液の性状や量、挿入部の状態など）や検査
結果（レントゲン所見など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、胸腔内に挿入・留置されたドレーンを、患者の
呼吸を誘導しながら抜去する。抜去部は、縫合あるいは結紮閉鎖する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

89
胸腔ドレーン低圧持続吸引中の
吸引圧の設定・変更

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（呼吸状態、エアリークの有無、排液の性状や量など）や検査結果（レントゲン
所見など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し吸引圧の設定・変更をする。

90 心囊ドレーン抜去
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（排液の性状や量、挿入部の状態、心タンポナーデ症状の有無など）や検査
結果などが医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、心囊部へ挿入・留置していたドレーンを抜去する。抜去部は、縫
合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

91 創部ドレーン抜去
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（排液の性状や量、挿入部の状態、発熱の有無など）や検査結果などが医師
から指示された状態の範囲にあることを確認し、創部に挿入・留置されたドレーンを抜去する。抜去部は開放、ガーゼドレナージ、
または閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜糸を行う。

93
「一時的ペースメーカー」の操
作・管理

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（血圧、自脈とペーシングとのバランス、動悸の有無、めまい、呼吸困難感な
ど）や検査結果（心電図モニター所見など）などが医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、ペースメーカーを、操作・
管理する。

94
「一時的ペースメーカーリード」
の抜去

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（血圧、自脈とペーシングとのバランス、動悸の有無、めまい、呼吸困難感な
ど）や検査結果（心電図モニター所見など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、経静脈的に挿入され右心室内
に留置されていたリードを抜去する。抜去部は、縫合あるいは閉塞性ドレッシングを貼付する。縫合糸で固定されている場合は抜
糸を行う。

95
PCPS（経皮的心肺補助装置）等
補助循環の操作・管理

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（挿入部の状態、末梢冷感の有無、尿量など）、血行動態（収縮期圧、PCWP
（ウエッジ圧）、CI（心係数）、SVO2（混合静脈血酸素飽和度）、CVP（中心静脈圧）など）や検査結果（ACT（活性化凝固時間）な
ど）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、PCPS（経皮的心肺補助装置）の作動状況を確認・操作を行う。

96
大動脈内バルーンパンピング
離脱のための補助頻度の調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（胸部症状、呼吸困難感の有無、尿量など）や血行動態（血圧、肺動脈楔入
圧、SVO2（混合静脈血酸素飽和度）、CI（心係数）など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、大動脈内バルー
ンパンピング（IABP）離脱のための補助頻度の調整を実施する。

109・
110・
112-2

胃ろう・腸ろうチューブ、胃ろうボ
タンの交換

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（瘻孔の破たんの有無、接着部や周囲の皮膚状態、発熱の有無など）が医師
から指示された状態の範囲にあることを確認し、胃ろうボタンの交換や、胃ろう・腸ろうチューブの入れ替えを実施する。

113 膀胱ろうカテーテルの交換
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（瘻孔の破たんの有無、接着部や周囲の皮膚状態、発熱の有無など）が医師
から指示された状態の範囲にあることを確認し、膀胱ろうカテーテルの交換を行う。
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行為
番号

行為名
※すべての特定行為は医師又は歯科医
師の指示の下に行うものである。

行為の概要

131
病態に応じたインスリン投与量
の調整

医師の指示の下、プロトコール（スライディングスケールは除く）に基づき、身体所見（口渇、冷汗の程度、食事摂取量など）や検
査結果（血糖値など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、インスリンの投与量を調整する。

133
脱水の程度の判断と輸液による
補正

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（食事摂取量、皮膚の乾燥の程度、排尿回数、発熱の有無、口渇・倦怠感の
程度など）や検査結果（電解質など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、輸液による補正を行う。

137
急性血液浄化に係る透析・透析
濾過装置の操作・管理

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（血圧、体重の変化、心電図モニター所見など）や検査結果（動脈血液ガス分
析、BUN（血中尿素窒素）、K値など）、循環動態が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、急性血液浄化に係る透
析・透析濾過装置を操作、管理する。

147
-1

持続点滴投与中薬剤（降圧剤）
の病態に応じた調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（意識レベル、尿量の変化、血圧など）や検査結果が医師から指示された状
態の範囲にあることを確認し、持続点滴中の降圧剤（注射薬）の投与量の調整を行う。

151
-1

持続点滴投与中薬剤（K、Cl、
Na）の病態に応じた調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（口渇・倦怠感の程度、不整脈の有無、尿量など）や検査結果（電解質、酸塩
基平衡など）が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、持続点滴中のK、Cｌ、Na（注射薬）の投与量の調整を行う。

152
-1

持続点滴投与中薬剤（カテコラミ
ン）の病態に応じた調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（動悸の有無、尿量、血圧など）、血行動態や検査結果が医師から指示された
状態の範囲にあることを確認し、持続点滴中のカテコラミン（注射薬）の投与量の調整を行う。

153
-1

持続点滴投与中薬剤（利尿剤）
の病態に応じた調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（口渇、血圧、尿量、水分摂取量、不感蒸泄など）や検査結果（電解質など）が
医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、持続点滴中の利尿剤（注射薬）の投与量の調整を行う。

154
-1

持続点滴投与中薬剤（高カロ
リー輸液）の病態に応じた調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（食事摂取量、栄養状態など）や検査結果が医師から指示された状態の範囲
にあることを確認し、持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整を行う。

165
-1

臨時薬剤（抗けいれん剤)の投
与

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（発熱の程度、頭痛や嘔吐の有無、発作の様子など）、既往の有無が、医師
から指示された状態の範囲にあることを確認し、抗けいれん剤を投与する。

170
-1

臨時薬剤（抗精神病薬）の投与
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（興奮状態の程度、継続時間、せん妄の有無など）が医師から指示された状
態の範囲にあることを確認し、抗精神病薬を投与する。

171
-1

臨時薬剤（抗不安薬）の投与
医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（不安の程度、継続時間など）が、医師から指示された状態の範囲にあること
を確認し、抗不安薬を投与する。

173・
174-1

臨時薬剤（感染徴候時の薬物）
の投与

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（尿混濁の有無、発熱の程度など）や検査結果が、医師から指示された状態
の範囲にあることを確認し、感染徴候時の薬物を投与する。
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行為
番号

行為名
※すべての特定行為は医師又は歯科医
師の指示の下に行うものである。

行為の概要

175
-1

持続点滴投与中薬剤（糖質輸
液、電解質輸液）の病態に応じ
た調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（食事摂取量、栄養状態、尿量、水分摂取量、不感蒸泄など）が医師から指示
された状態の範囲にあることを確認し、持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整を行う。

178
-1

抗癌剤等の皮膚漏出時のステ
ロイド薬の調整・局所注射の実
施

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（穿刺部位の皮膚の発赤や腫脹の程度、疼痛の有無など）、漏出した薬剤の
量が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、持続点滴中の副腎皮質ステロイド薬（注射薬）の投与量の調整・局所
注射を実施する。

182
硬膜外チューブからの鎮痛剤の
投与、投与量の調整

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（疼痛の程度、嘔気・呼吸苦の有無、血圧など）、術後経過（安静度の拡大な
ど）や検査結果が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与量を調整する
（PCA（患者自己調節鎮痛法）を除く）。

1002
褥瘡・慢性創傷における腐骨除
去

医師の指示の下、プロトコールに基づき、身体所見（創面への腐骨の露出、疼痛、感染徴候の有無など）や血液検査データ、使
用中の薬剤が医師から指示された状態の範囲にあることを確認し、壊死を起こし周囲の組織から遊離している骨について、
リューエル鉗子等を使用して除去する。
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特定行為の区分間で特定行為の重複はしないものとして整理している。

指定研修における特定行為の区分（案）

第20回チーム医療推進会議（10月29日） 資料３別添２

※特定行為の追加・改廃については、医師、歯科医師、看護師等の専門家が参画する常設の審議の場を設置し、そこで検討した上で決定する。

特定行為の区分名 特定行為の区分に含まれる特定行為名 特定行為の区分名 特定行為の区分に含まれる特定行為名

A
呼吸器関連（気道確
保に係る行為）

経口・経鼻気管挿管チューブの位置調節

F 創傷管理関連

褥瘡の血流のない壊死組織のシャープデブリードマン

経口・経鼻気管挿管の実施 創傷の陰圧閉鎖療法の実施

経口・経鼻気管挿管チューブの抜管 褥瘡・慢性創傷における腐骨除去

B
呼吸器関連（人工呼
吸療法に係る行為）

人工呼吸器モードの設定条件の変更

G
循環動態に係る薬剤投

与関連

持続点滴投与中薬剤（降圧剤）の病態に応じた調整

人工呼吸管理下の鎮静管理 持続点滴投与中薬剤（カテコラミン）の病態に応じた調整

人工呼吸器装着中の患者のウィーニングの実施 持続点滴投与中薬剤（利尿剤）の病態に応じた調整

NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）モード設定条件の変更 持続点滴投与中薬剤（K、Cl、Na）の病態に応じた調整

気管カニューレの交換
持続点滴投与中薬剤（糖質輸液、電解質輸液）の病態に
応じた調整

C
動脈血液ガス分析関

連

直接動脈穿刺による採血 H
血糖コントロールに係る

薬剤投与関連
病態に応じたインスリン投与量の調整

橈骨動脈ラインの確保
I
栄養・水分管理に係る
薬剤投与関連

脱水の程度の判断と輸液による補正

持続点滴投与中薬剤（高カロリー輸液）の病態に応じた
調整

D 循環器関連

「一時的ペースメーカー」の操作・管理

「一時的ペースメーカーリード」の抜去
J
栄養に係るカテーテル

管理関連

中心静脈カテーテルの抜去

PCPS（経皮的心肺補助装置）等補助循環の操作・管理 PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）挿入

大動脈内バルーンパンピング離脱のための補助頻度の調
整

K
精神・神経症状に係る
薬剤投与関連

臨時薬剤（抗けいれん剤）の投与

急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置の操作・管理 臨時薬剤（抗精神病薬）の投与

E ドレーン管理関連

腹腔ドレーン抜去（腹腔穿刺後の抜針含む） 臨時薬剤（抗不安薬）の投与

胸腔ドレーン抜去 L
感染に係る薬剤投与関

連
臨時薬剤（感染徴候時の薬剤）の投与

胸腔ドレーン低圧持続吸引中の吸引圧の設定・変更 M
皮膚損傷に係る薬剤投

与関連
抗癌剤等の皮膚漏出時のステロイド薬の調整・局所注射
の実施

心囊ドレーン抜去
N ろう孔管理関連

胃ろう・腸ろうチューブ、胃ろうボタンの交換

創部ドレーン抜去 膀胱ろうカテーテルの交換

硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与量の調整

1
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想定される指定研修受講者： 
   医療現場の状況によるため一律に示すことは難しいが、概ね３～５年の実務経験を有する看 
  護師を想定した指定研修内容とする。 
  
 概ね３～５年の実務経験を有する看護師は、 
  ・ 所属する職場において日常的に行う看護実践を、根拠に基づく知識と実践的経験を応用し、 
  自律的に行うことができる者であり、 

  ・ チーム医療のキーパーソンとして機能するまでには至っていないが、チーム医療の一員とし  
て十分に機能している者である。 

想定される指定研修受講者（案） 

■「特定行為に係る看護師の研修制度」（案）における研修内容等を検討するにあたって、以下 
 のような指定研修受講者を想定して検討を行うこととしてはどうか。 
  ※ただし、本制度において指定研修の受講者の要件を設定するものではない。 

1 

指定研修について 

第20回チーム医療推進会議（10月29日） 資料３別添３ 
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指定研修の基本理念（案） 

2 

●当該指定研修を修了した看護師は、特定行為と療養上の世話を合わせた高度な臨床実践能
力を発揮することが期待されている。  

●特定行為とは、医師又は歯科医師の指示の下、診療の補助のうち、実践的な理解力、思考
力及び判断力を要し、かつ高度な専門知識及び技能をもって行う必要のある行為をいう。 

指定研修の基本理念： 

 特定行為に係る看護師の指定研修は、チーム医療のキーパーソンで
ある看護師が、患者・国民や、医師その他の医療スタッフから期待される
役割を十分に担うため、高度な臨床実践能力を発揮できるよう、医療安
全に配慮した実践と振り返りを繰り返しながら自己研鑽を継続する基盤
を構築するものでなければならない。 
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指定研修機関等の研修実施方法について（イメージ） 

● 指定研修機関等の研修の実施は、以下のような場合が考えられるのではないか。 

   ・指定研修機関において全て研修を実施する場合 

   ・指定研修機関外で実習を実施する場合 

研修の枠組み（教育内容、単位等）については、 指定研修機関の指定基準として省令等で定める。 

＜指定研修機関において全て研修を実施する場合＞ 

※ 各実習施設における指導は指定研修機関の策定した基準に基づいて実施し、評価は指定研修機関の責任において実施することとする。 

※ 最終的な研修修了にかかる評価は、指定研修機関が主体となり考査することとする。 

指定研修機関 

 実習施設 
実習 

講義・演習 

※ eラーニング等の活用も可能。 

・実習評価 

・指導体制の確認 

・講義・演習 

・評価基準の提示 

・実習評価 

・指導体制の確認 

・評価基準の提示 

 ※ 実習施設としては、病院・診療所・介護老人保健施設・訪問看護ステーション 
         等が考えられる。 

＜指定研修機関外で実習を実施する場合＞ 

 

指定研修機関 

 

※ eラーニング等の活用も可能。 
※ 実習にかかる教育内容は、受講生の所属施設等で実施も可能。 

実習施設 

※ 訪問看護ステーションの場合は、診療所の医師が指導医となる等により指導   

         体制を確保する。 

実習施設 

3 
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特定行為に係る指定研修における教育内容（イメージ） 

※ その他、特定行為ではないが各指定研修機関において専門的な教育が
必要と考える内容等について、各指定研修機関の自由裁量により追加
することは差し支えない。 

● 指定研修機関においては、特定行為を包括的指示の下で実施するために必要な共通の知識・技能を教授するとともに、特定行為
を教授することとしてはどうか。 

特定行為を包括的指示の 

下で実施するために必要な 

共通の知識・技能        

4 

・・・ 

研修内容等を 
表Ａで示す 

（次頁へ） 

 

指定研修機関 

 

医師が患者を特定した上
で、看護師にプロトコー
ルに基づき「特定行為」
を実施するよう指示 

● 指定研修の受講が必要となる流れ 

包括的指示 

医師により特定された患者
について、看護師がプロト
コールに規定された病態の
範囲にあるかの確認を行う。 

範
囲
に
合
致
し
て

い
る
こ
と
を
確
認 

看護師が 
「特定行為」を実施 

看護師が医師に 
結果を報告 

範囲を逸脱していると 
確認した場合 

医師に具体的な指示
を求める 

指
定
研
修
の
受

講
が
必
要
と
な

る
流
れ 

※必要に応じて看護師が 
 医師に再確認や提案を行う 

                       行為 ア 

                       行為 ウ 

                       行為 エ 

                       行為 オ 

                       行為 イ 

行為アを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為イを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為ウを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為エを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為オを包括的指示の下で実施
するために必要な知識・技能 
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             指定研修の到達目標、教育内容等（案） 表A 

指定研修受講者の到達目標 

・多様な臨床場面において重要な病態の変化や疾患を包括的にいち早くアセスメントする基本的な能力を身につける（疾病・臨床病態概論、臨床推論、フィジカルアセスメント、臨
床病態生理学） 

・多様な臨床場面において必要な治療を理解し、ケアを導くための基本的な能力を身につける（疾病・臨床病態概論、臨床推論、臨床薬理学、フィジカルアセスメント、臨床病態生
理学） 

・多様な臨床場面において患者の安心に配慮しつつ、必要な特定行為を安全に実践する能力を身につける（臨床推論、フィジカルアセスメント、臨床薬理学、特定行為実践、医療
安全学） 
・問題解決に向けて多職種と効果的に協働する能力を身につける（医療安全学、特定行為実践） 
・自らの看護実践を見直しつつ標準化する能力を身につける（特定行為実践） 

教育内容 学ぶべき事項 

臨床病態生理学 ・臨床解剖学、臨床病理学、臨床生理学を含む内容とする 

臨床推論  ・臨床診断学、臨床検査学、症候学、臨床疫学を含む内容とする 

フィジカルアセスメント ・身体診察・診断学（演習含む）を含む内容とする 

臨床薬理学 ・薬剤学、薬理学を含む内容とする 

疾病・臨床病態概論 
・主要疾患（５大疾病）の臨床診断・治療を含む内容とする 
・年齢や状況に応じた臨床診断・治療（小児、高齢者、救急医学等）を含む内容とする 

医療安全学 ・医療倫理、医療管理、医療安全、ケアの質保証（Quality Care Assurance）を含む内容とする 

特定行為実践 

・多職種協働実践（Inter Professional Work＝ IPW）（他職種との事例検討などの演習を含む）を含む内容とする 
・特定行為実践のための関連法規を含む内容とする 
・根拠に基づいてプロトコールを作成し、実践後、プロトコールを評価し、見直すプロセスについて学ぶ内容とする 

・アセスメント、仮説検証、意思決定、検査・診断過程を含む内容とする 
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特定行為に係る指定研修における教育内容（イメージ） 

※ その他、特定行為ではないが各指定研修機関において専門的な教育
が必要と考える内容等について、各指定研修機関の自由裁量により追
加することは差し支えない。 

● 指定研修機関においては、特定行為を包括的指示の下で実施するために必要な共通の知識・技能を教授するとともに、特定行為
を教授することとしてはどうか。 

特定行為を包括的指示の 

下で実施するために必要な 

共通の知識・技能        

6 

・・・ 研修内容等を
表Ｂで示す 
（次頁へ） 

 

指定研修機関 

 

医師が患者を特定した上
で、看護師にプロトコー
ルに基づき「特定行為」
を実施するよう指示 

● 指定研修の受講が必要となる流れ 

包括的指示 

医師により特定された患者
について、看護師がプロト
コールに規定された病態の
範囲にあるかの確認を行う。 

範
囲
に
合
致
し
て

い
る
こ
と
を
確
認 

看護師が 
「特定行為」を実施 

看護師が医師に 
結果を報告 

範囲を逸脱していると 
確認した場合 

医師に具体的な指示
を求める 

指
定
研
修
の
受

講
が
必
要
と
な

る
流
れ 

※必要に応じて看護師が 
 医師に再確認や提案を行う 

                       行為 ア 

                       行為 ウ 

                       行為 エ 

                       行為 オ 

                       行為 イ 

行為アを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為イを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為ウを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為エを包括的指示の下で実
施するために必要な知識・技能 

行為オを包括的指示の下で実施
するために必要な知識・技能 
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行為の区分に応じた指定研修の到達目標、教育内容等（案）  表Ｂ 

指定研修受講者の到達目標  

・多様な臨床場面において当該特定行為を実施するための知識、技能及び態度の基礎を身につける。 

・多様な臨床場面において、医師又は歯科医師からプロトコールに基づく指示を受け、実施の可否の判断、実施・報告の一連の流れを適
切に行うための基礎的な実践能力を身につける。 

7 

共通して学ぶべき事項（例） 学ぶべき事項（例） 

2 直接動脈穿刺に
よる採血 ・行為に関連する臨床解剖学  

・行為に関連する臨床生理学 
・行為に関連する疾病・臨床
病態概論 
・エコー下での動脈と静脈の
見分け方 
       ・ 
       ・ 
       ・ 
  

１．直接動脈穿刺による採血の目的 
２．直接動脈穿刺による採血の適応と禁忌 
３．穿刺部位とそのリスク 
  （部位別による感染率の比較など） 
４．患者に適した穿刺部位の選択 
５．動脈穿刺の手技            など 

79 橈骨動脈 
ラインの確保 

１．動脈ラインの確保の目的 
２．動脈ラインの確保の適応と禁忌 
３．穿刺/留置部位とそのリスク 
 （部位別による感染率や有害事象の発生率の比
較など） 
４．患者に適した穿刺/留置部位の選択 
５．橈骨動脈ラインの確保の手技    など 
 

                       行為 ア 

                       行為 イ 

行為アを包括的指示の下で実施
するために必要な知識・技能 

行為イを包括的指示の下で実施
するために必要な知識・技能 

※行為の区分に応じた、学ぶべき事項（イメージ） 
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8 

共通して学ぶべき事項 学ぶべき事項 

133 脱水の程度の判断と輸液による補正 

行為に関連する臨床推論 
行為に関連するフィジカルアセスメント 
行為に関連する疾病・臨床病態概論 
            ・ 
            ・ 
            ・ 
 

１．輸液による補正の目的 
２．輸液による補正の適応と禁忌 
３．輸液による補正に基づく病態変化 
４．脱水の程度とその判断基準 
５．脱水の程度による輸液の種類の選択 
６．脱水の程度による輸液量の判断 
７．ペーパーシミュレーション 
 よくある３事例の脱水の程度を判断し、輸液の補正  
 を行う                         など 

154-1 持続点滴投与中薬剤（高カロリー輸液）の
病態に応じた調整 

１．高カロリー輸液による治療の目的 
２．高カロリー輸液の適応と禁忌 
３．高カロリー輸液による病態変化 
４．病態、栄養状態による高カロリー輸液量の判断 
５．ペーパーシミュレーション 
                              など 

※行為の区分に応じた、学ぶべき事項（イメージ） 
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9 

 単位を認定するにあたっては、講義、実習等を必要な時間数以上受けているとともに、当該科目の内容を修得して
いることの確認については、当該科目ごとにレポート提出、試験等を行うこと。 

 当該科目の内容を修得していることを確認する際には、外部評価者を含む体制で行うことが望ましい。 

 その場合、外部評価者について客観的な評価能力の担保（認定等）が必要か否かについては引き続き検討が必要。 

 成績の評価及び単位の認定に関する事項は、指定研修機関における科目ごとに策定し、試験を実施する科目を事
前に提示すること。 

 受講者にとって重要となる科目については試験を課すこと。 

 技術的な難易度の高い行為*については、実技試験によって修得状況を確認すること。 

    *技術的な難易度の高い行為の例：PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）挿入、橈骨動脈ラインの確保 など 

 実習施設は、指定研修機関との連携体制が十分に整っていること、指導者が指定されていること、プロトコールに
基づく特定行為の指導や実習ができること、利用者・患者への説明が適切になされることなどが要件として求めら
れる。 

 指定研修機関と実習施設が同一でない場合、実習施設が受講者の修得状況の確認を行うことができるが、指定研
修機関は、確認事項を実習施設に提示するとともに、評価方法について実習施設と事前に調整し、取り決めておく
こと。 

受講者の評価に関して 
指定研修機関において取り決めておくべき事項について（案） 

※上記事項については、その内容に応じて、省令・通知等で示す。 

指定研修実施にあたっての留意すべき事項について（案） 

＜eラーニングについて＞ 

• 教育内容の一部をeラーニングにより提供することを可能とする。 

-20-
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特定行為及び特定行為区分に関するご意見 

 
１．社会保障審議会医療部会 

※第 35回社会保障審議会医療部会（平成 25年 11月 8日）議事録より抜粋 

○ 中川俊男委員 今の特定行為についてなのですが、看護業務検討WGがまとめた案、

41 だと思いますが、これは 10 月 28 日付で日本麻酔医科学会から緊急声明が出る

といったことなど、これから慎重に検討しなければならない項目が結構あると思う

のです。この案の位置づけなのですが、あくまでも、これはたたき台という認識で

いいのかどうか。そうあるべきだと思っていますが、その確認です。いかがでしょ

うか。 

○ 看護課長 看護課長でございます。 

 委員御指摘のとおり、10月 29日のチーム医療推進会議で、それまで検討してま 

いりましたワーキング・グループの案として、41 の特定行為案が報告されたとこ

ろでございます。今後、法律が改正されました後に設置された審議会での議論のた

たき台として、案として了承されたものでございます。したがって、特定行為の範

囲につきましては、関連学会の御意見、また、プロトコールの試行事業をしており

ますので、その結果も踏まえて、改めて審議会の場で議論して決定をしていく予定

でございます。 

 

 

○ 今村聡委員 この制度を実際に現場で運用するときにぜひお願いしたいことは、先

ほどから、患者さんにとって大事な制度だというお話が非常にありましたが、その

看護師さんが特定行為の研修を受けた看護師であるのか、あるいは具体的な指示に

基づいて医療行為を行う看護師なのかということは、正直言って、そのままではわ

からないということがあります。 

 それから、患者さんからすると、最終的に審議会でふえたり減ったりするのでし

ょうけれども、自分が受けている医療行為が今４１ある特定行為なのかどうかなど

ということが本当にわかるのでしょうか。これは、ある看護師さんが行った場合に、

今、自分は、特定行為を行える研修を行った、看護師籍に登録されている看護師が

行っている特定行為なのか、そうではなくて、具体的な指示に基づいて、医師の指

示で行っているのかなんて判断はできないわけですね。ただ、こういうところでは、

皆さんよくわかっている方が議論している話なのですが、そうではなくて、実際医

療を受ける方たちというのは、そんなことはわからなくて、我々が言っているのは、

本当に安全な行為なのかどうかということをきちんと研修の中で、そして審議会の

中で決めてくださいということを強く申し上げているということだけは、御理解い

ただければと思います。 

第１回看護師特定行為・研修部会 
参考資料６ 

平成２６年９月１０日 
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 それから、荒井委員が先ほどおっしゃった、全ての看護師さんが、全ての行為を

賛成されているわけでは決してなくて、結構医療界もそうですし看護界も、いろい

ろな意見が多様に分かれているというのが現状です。したがって、慎重に行ってい

ただきたいということだけ申し上げておきます。 

 

 

２．国会審議 

※第 186回通常国会会議録より抜粋 

① 衆・厚生労働委員会（平成 26年 4月 25日） 

○ 重徳和彦委員 さて、本法案にもう一度戻りますけれども、また看護師についてで 

すけれども、特定行為というものが、今回、研修制度が位置づけられますね。 

趣旨としては、在宅医療を進めるには、看護師さんがいろいろな行為ができるよ

うにならなければ、お医者さんだけではなかなか手が回らないだろうという趣旨、

これは、私も、全体的には、それはそういう方向であるべきだと思っております。

だからこそ、先般も、介護職員も胃瘻の行為をもっともっとできるように幅を広げ

るべき、範囲を広げるべきだということを申し上げたりもしてまいりました。 

   しかし、やはり、具体的にどんなことを特定行為とするのかにつきましては、個

別にきちんとした議論を国会の場においてもする必要があると思っております。今

回、法律上、保健師助産師看護師法三十七条の二というものを新設しまして、そこ

で特定行為の定義を定め、そして、省令で具体的に何が特定行為なのかということ

は定めると委ねられているわけです。 

   当面、例えば、一つ二つ、三つぐらいできるようにするんだよということであれ

ば、具体的、個別に、想定されている特定行為の内容について国会の場でも議論が

できると思うんですが、いただいている資料だと、何か、特定行為のイメージとい

って四十ぐらい、ずらずらっとあって、はっきり言って、専門家の方以外は、何の

ことだかよくわかりません。 

   それで、私も、同僚議員のお医者さんの詳しい方に一つ二つ聞いてみたら、病態

に応じたインスリン投与量の調整、これをできるようにするとか、それから、脱水

の程度の判断と輸液による補正ということもできるようにする、これは結構、その

病状によっては、一つ間違えると非常に命にかかわるリスクがあるんだよというこ

とも指摘をされています。 

   この点につきまして、こういった特定行為、まだ想定という段階ではありますが、

このリスクにつきまして、わかりやすく御答弁、解説をいただきたいと思います。 

○ 原（徳）政府参考人 お答え申し上げます。 

   特定行為は、今御指摘のように、診療の補助であって、手順書により行う、こう

いう場合に、看護師に実践的な理解力や思考力、判断力かつ高度な専門的知識及び

技能が特に必要とされる、そのようなものを定めるということになっているわけで
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あります。今御指摘のありました、今想定される約四十程度というのは、これは、

今までの数年にわたる議論の中で、それに該当するものを絞り込んできたというこ

とでございます。 

   例えばのお話でございますが、今御提示ありました、脱水の程度の判断によって

輸液をするということについてお話をしてみたいと思いますが、高齢の方々はやは

りしばしば脱水に陥りやすい、こういうことがあります。したがいまして、どうい

う状況になれば輸液、点滴をするか、こういう場合がある程度想定されるわけであ

ります。 

   その場合、例えば、食事のとる量が減ったとか、あるいは皮膚の乾燥が進んでい

るとか、あるいは排尿の回数が減っているとか、そういうような状況を見ると、一

応脱水の状況であろうと。通常の場合は、そういう場合には、では、何とかという

点滴を五百 cc 入れてあげてくださいというような指示を前もって出しておく、そ

の手順書ということであります、それに基づいてこの方には対応してくださいと医

者が看護師に言う。それが、今、特定行為がやられる話になります。 

   ところが、例えば、この方が腎臓が悪い方で、どうも尿量がもともと少ない方が

ある、そういう場合に同じ量の点滴をしますと、逆に言うと、水であふれるような

状態になりますので、そういう場合にはどうするか。改めて二百 cc にしておきな

さいという指示を出すのか、そういう状態のときには改めて医者にちゃんと相談し

てくれと言うのか、いわゆる特定行為ではなくてふだんの指示に戻る、そういうよ

うな状況も考えられるわけであります。 

   どの患者さんにどういう形でやってもらうかということについては、医師が最終

的にその患者の状況などを見ながら指示を出していく、その中の一例として、手順

書によってある程度段階的に看護師に任せてやっていっていただくということが

発生してくる、こういうことでございます。 

   大体わかっていただけましたでしょうか。 

 

 

○ 清水鴻一郎議員 御存じのように、大学病院とか、京大病院もそうですけれども、

かなり広いですよ。国会と同じぐらい結構遠いんですよ。走っても五分とか、かか

りますよ。だから、本当にアナフィラキシーが起こったときに、五分たったらもう

死にますから。少なくとも、心臓は動いても、不可逆性になってもう脳死になりま

すから。その辺のところ、やはり本当に安全を担保しながらやらないと、これは大

きな問題になるなと。 

 これは、ちょっともう時間がないので、きょうは余り触れられませんし、次回に

したいと思いますけれども、特定看護師さんの行為でも、いろいろ行為の中に書い

ていますよ。挿管ですね、チューブの位置とか、あるいはデブリードマンなんかで

も、シャープなデブリードマンでやるといったら、実際にそこをシャープにやった
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ら血が出てとまらないということも、医者だっていっぱい経験しているんですよね。

ここにある特定行為の中で、我々自身でも怖いなと思う行為がいっぱい書いてある

んですよね。これは本当にやれるのかなと。 

 きょうは時間がもう余りないので次のときにしたいと思いますけれども、その辺

についても、これから決めるんだ、これから決めるんだということでありますけれ

ども、それに研修の時間も定かでない。それについてはどんなふうな、特定医療行

為をされる看護師さんの養成というのはされるつもりなのか、ちょっと時間がまだ

あるようでありますので、お願いします。 

 

 

②衆・厚生労働委員会（平成 26年 05月 13日） 

○ 重徳和彦委員 日本維新の会の衆議院議員重徳和彦です。 

     きょうは、意見陳述人の皆様方、まことにありがとうございました。お忙しい中

で貴重な御意見を賜りました。 

     そこで、限られた時間でございます。私からは、医師会の今井会長さんと、それ

から山梨県老人福祉施設協議会の石井貴志会長さんに質問させていただきたいと

思います。 

     まず、今井会長さんが看護師の特定行為のお話をされました。医師の包括指示書

のもととはいえ、疑問なしとしないというようなお話がございました。 

     私も、これまでの委員会審議の中で、今想定されているのが、事前にいただいて

いる参考資料によりますと、四十項目ぐらいの特定行為がこれから研修の対象とな

るというようなことで説明があったものですから、例えば、今、会長さんからは人

工呼吸器の調整など御指摘があったと思うんですが、私も、医療関係者の方から、

病態に応じたインスリン投与量の調整とか、脱水の程度の判断と輸液による補正と

いったあたりについて、かなりリスクのある行為であるので、これは慎重にしっか

りと議論をしていかなければならないのではないかというような質問も、これまで

の委員会の中でさせていただいたところなんです。 

     今井会長さんからごらんになって、先ほど一つ二つ例を挙げられたと思うんです

が、少し具体的に、どのような懸念があるとごらんになっているのか、解説をいた

だければと思います。 

○ 今井立史君 御質問ありがとうございます。 

   詳しい内容等はいずれ示されるというふうなことなんですけれども、書面でちょ

っと見たという程度で申しわけないんですけれども、やはり、この中では、私ども

はちょっと心配だなというふうな内容もあるんですね。 

   今言った、例えば、人工呼吸器の酸素の調整とか、抜管、気管カニューレを抜く

なんということを代表で出したんですけれども、これなんかは、若い医者でもよほ

どしっかりしなきゃだめだぞというようなことで、事故が起こる可能性があるとこ
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ろなんですね。 

   ですから、私は、これは、ターミナルケアとかそういう段階でやるのかなとちょ

っと思いまして、在宅で、ターミナルだからしようがないからというふうなレベル

だとちょっと問題だなと。そういう意識ではないとは思いますけれども、病院なん

かでは、このとおりやっておけなんてわけにとてもいかないものですから、非常に

危惧をしております。 

   ですから、この辺は先ほど私もお話の中で触れさせていただいたんですけれども、

きちんと検証して、専門家の意見を十分検討しながら、慎重に。幾つかの部分につ

いて、確かに、全部やってもらえれば、在宅の、関係する医師は楽にはなるんです

けれども、かなり心配というか、そういうのもあるんじゃないかなというふうなこ

とで、ちょっとお話しさせてもらいました。 

   ありがとうございました。 

○ 重徳和彦委員 ありがとうございます。 

 非常に専門性が高いということと、お医者さんがやっても、かなり慎重にやられ

ているということ、それから、実際には、何かあったときの法的な責任ということ

も、在宅医療なんかの中で、これから下手すると多発してきてしまう可能性もある

と思いまして、この点は非常に、国会でも慎重に審議をしていく必要があるという

ふうに私は認識をしております。 

  

 

③衆・厚生労働委員会（平成 26年 5月 14日） 

○ 高橋千鶴子委員 私は専門家じゃないから難しい専門用語の中身には入りませんけ

れども、今検討されている医行為の中には、看護業務実態調査で見ると、〇・四％

とか一・七％しか実績がない、やったことがない、そういうものが含まれていて、

非常に心配されています。あるいは、看護技術学会とか日本がん看護学会とか日本

麻酔科学会とか、関係学会も具体的に危険性を指摘して削除を求めている、そうい

うのもあるわけですね。そういうのを全く無視した議論をするというのは、本当に

許しがたいのではないかと思っております。 

 そこで、質問したいのは、チーム医療推進会議で議論してきたわけですよね。だ

けれども、今後、在宅を進めるために、この特定行為は訪問看護の切り札と考えて

いるんでしょうか。 

 

 

○ 清水鴻一郎委員 それから次に、もう一個だけ心配なのは、特定行為に係る看護師

さんの研修制度。 

 これは、いわゆる気管内挿管、総理は御存じかどうかわかりませんけれども、手

術するときなんかに管を喉まで入れて呼吸管理をします、つまり、自分で呼吸しな
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くても呼吸をちゃんと管理できる、つまり、喉に管が入ります、そういうものまで

今回は特定行為としてやっていいと。もちろん医師の一種のマニュアルはあるんで

すけれども、少なくとも医師がいないところでやっていいということになっていま

す。 

 これは、実は医師でも気管内挿管ができる人というのはそうたくさんはいません。

すなわち、麻酔科とかで、私も京大の麻酔科で麻酔医として半年間研修をした、そ

こで初めて挿管がようやくできるか、そういう状況です。まして、それは、筋弛緩

剤を入れて、いわば手術場の中であらゆる安全性が担保された中でようやくできる

行為です。 

 にもかかわらず、アウエイク、すなわち、いわば救急のようなところで、お医者

さんがいない、そこで看護師さんがそれをやるということは極めて危険だし、普通

にやれば食道に入ります。普通は入っていきます。だから、それを気管に入れる技

術というのは極めて難しい。 

 それに類していろいろあるんですけれども、もう時間が十分ってほんまかいな、

こんなに短いですかね。これはちょっと何かうそと違いますか。こんなことはない

と思いますけれども。 

 

 

○ 重徳和彦委員 日本維新の会の重徳和彦です。 

 私も、地域医療介護法案につきましては、まだまだ審議が不十分である、全くも

って不十分であると考えております。 

 きょうは、看護師さんの特定行為、それから診療放射線技師の業務の範囲の拡大、

そして医療による死亡事故が起こったときの第三者機関にターゲティングして議論

を深めてまいりたいと思います。 

 まず初めに、看護師の特定行為についてなんですが、お手元に資料を配付いたし

ました。 

 これは役所の方からいただいている資料なんですが、特定行為に含まれる行為の

イメージということで、ずらずらっと四十項目ほど並んでいるわけでありまして、

ゴールデンウイーク前にも、私は、この中で、病態に応じたインスリン投与量の調

整ですとか脱水の程度の判断と輸液による補正、このあたりについて指摘をさせて

いただきました。 

 また、先般、山梨県におきまして、山梨県の医師会の会長さんは、人工呼吸器の

調整につきまして懸念のコメントを述べておられました。 

 先般の原医政局長の御答弁によりますと、例えば脱水の程度の判断に関しては、

腎臓の悪い方の場合は、過度な水分の投与をしてしまうと水があふれるような状態

になると。水があふれる、これは本当に健康状態あるいは生命にも非常に危険な状

態を及ぼすということだと思います。そういった非常にリスクのあることだと思う
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んですね。 

もちろん、それをうまくコントロールするように研修を受けられるということで

あると思うんですが、一体どういうところにリスクがあってということが私ども国

会議員に、それは医療の専門家としての国会議員の人もいますけれども、患者とし

ての立場を代弁する国会議員もいるわけですから、そういう意味で、そのあたりの

リスクについてのきちんとした説明も必要だと私は考えます。 

 そこで、また山梨県の医師会長が言われていた人工呼吸器について、「人工呼吸器

モードの設定条件の変更」というのがこの資料の中にあるんですが、これにつきま

して、どのような行為であって、どのようなリスクがあるのかということについて

御説明いただきたいと思います。 

○ 原（徳）政府参考人 お答え申し上げます。 

   先生の資料でいきますと、左側の上から四番目のところにモードの条件の変更と

いうのがございます。 

   この人工呼吸器のモードの変更というのはどういうことを考えているかといい

ますと、人工呼吸器ですので、一分間に何回人工呼吸をするかという呼吸の回数で

ありますとか、それから同時に流す酸素の濃度をどれぐらいにするかとか、あるい

は一回の呼吸の換気量、一回にどれだけ入れるかという量の問題とか、そういうよ

うな形のものの変更を考えているということでございます。 

   これらの設定を変更することによって、突き詰めればいろいろなリスクはあるわ

けです。 

   例えば、人工呼吸器というのは、ある意味、外から強制的に空気を入れ込んで吸

い出す、こういうような操作になるわけですけれども、自発呼吸が出てきた方にと

ってみれば、ある意味では邪魔になるわけです。自分が吸いたいと思っているとき

に中を引っ張られたのでは、正しい呼吸にならない。そういうような呼吸がうまく

合わないような場合には、十分な酸素と二酸化炭素のガス交換ができなくて低酸素

血症になったりする、そういうことも考えられるわけであります。 

   したがいまして、その設定条件を変えるのは、どういう場合に変えるのか。それ

は、例えばモニターが必ずついていますので、呼吸モニターの状態を見ながらとか、

あるいは血液の酸素飽和度をはかるパルスオキシメーターというのを普通は指に

つけますけれども、そういうものの数値を見ながら呼吸状態を判断して、手順書に

のっとった形で変更していただく、こういうことになろうかと思います。 

   ただ、先ほどの腎疾患の方に対する輸液でもそうなんですけれども、どういう患

者さんにこの手順書どおりやっていただくかというのは、やはり医師がそこはしっ

かりと判断をしていただいて、例えば先ほどの腎疾患がある方については、溢水状

態、要するに脱水じゃなくて、余分な水分が入らないような状態を観察できるのか、

あるいは、もしそれを看護師が十分わからないんだったら医師がやりますよとか、

そういう判断をそれぞれ個々にはしていただく必要がある。 
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   人工呼吸器についても、おおむね、例えば術後の回復期というのは普通の経過を

たどりますので、そういう状態ならこれでいいけれども、そうでない場合にはやは

りみずからやるとか、そういう判断を医師にしていただく、それによってリスクと

いうのを回避できるのではないかというふうに考えております。 

○ 重徳和彦委員 今、人工呼吸器について御説明をいただいたわけなんですけれども、

こういった特定行為といって、例示として四十挙がっている。それがそれぞれ、ど

ういうことであって、どういうリスクがあって、そしてどういう手順書をもって医

師と看護師の裁量、別の言い方をすると、裏を返せば責任を持ってやっていくのか、

ここがはっきりとしないと、前回、局長の、今想定されているこの四十程度という

のは今までの数年にわたる議論の中で絞り込んできたという御答弁がありましたが、

でも、実はそうなんだということを言われても、やはりこの国会の場において、そ

れぞれどういうものであって、どういう指示をするから、だからリスクは、そうい

う意味では、あるいは責任関係というものがおかしくならないようになっていくん

だという本当に丁寧な説明が必要なんだと思うんです。だから、そういうことが説

明されないままに、役所で議論してきたんだからあとは任せてくれというようなこ

とでは、これは本当に患者さんの命、健康にかかわる話ですから、本当に丁寧にや

っていただかないと困ると思うんですね。 

 実際、手順書に、簡単に言えば、看護師さんの裁量が大きければ大きいほど看護

師さんにより責任が負わされることになるだろう、逆に細かく医師が指示を書き込

んでおけば、看護師さんの責任はより小さくなって、医師の責任がより大きくなる

わけなんですけれども、今言われた人工呼吸器モードの設定条件の変更に関して言

うと、どのぐらいまで細かい指示を出せるものなんでしょうか。 

○ 原（徳）政府参考人 お答え申し上げます。 

   その手順書に書くべき事項というのは省令で定めることにしておりますけれど

も、具体的な個々の医療機関でどのような形で書かれるかというのは、ちょっとそ

こまでは想定しておりません。 

   例えば、今言いましたように、酸素飽和度が十分に上がってきた場合に、では酸

素の流量、酸素濃度を少しこういう段階に下げるとか、そういうようなことを手順

書に書いていくのだろうというふうには考えております。 
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手順書に係る事業注の概要 

注：平成 25 年度 診療の補助における特定行為に係る医師

の指示に基づくプロトコール試行事業及び平成 26 年度 

チーム医療推進事業 特定行為研修制度における手順

書活用事業 
１．事業の目的 
 
各事業実施施設において、手順書を作成し、その安全性や記載内容の妥当性を検証し、厚

生労働省に検証結果や検証の過程を報告する内容とする。 
 
２．検証対象とする特定行為 
 チーム医療推進会議において特定行為（案）とされた４１行為 
 
３．事業実施期間 
 平成 25 年度： 平成 25 年８月～平成 26 年３月（約８ヶ月） 
 平成 26 年度： 平成 26 年５月～同年８月（約３ヶ月） 
 
４．参加施設 
61 施設（25 年度：57 施設、26 年度：39 施設 うち 35 施設は 25 年度より継続） 
  うち 病院 ５１施設 
     診療所 １施設 
     介護老人保健施設 １施設 
     訪問看護ステーション ８施設 
 
５．事業実施施設     
【事業実施施設：病院５１施設】 
一般財団法人操風会 岡山旭東病院 
医療法人永広会 島田病院* 
医療法人社団三喜会 鶴巻温泉病院 
大分県立病院* 
学校法人愛知医科大学 愛知医科大学病院* 
学校法人 岩手医科大学附属病院 
学校法人杏林学園 杏林大学医学部付属病院  
学校法人国際医療福祉大学 国際医療福祉大学熱海病院 
学校法人国際医療福祉大学 国際医療福祉大学三田病院 
学校法人埼玉医科大学 埼玉医科大学総合医療センター 
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学校法人埼玉医科大学 埼玉医科大学病院 
学校法人昭和大学 昭和大学東病院* 
学校法人東海大学 東海大学医学部付属病院 
学校法人東京医科大学 東京医科大学病院* 
学校法人日本医科大学 日本医科大学付属病院 
学校法人日本医科大学 日本医科大学武蔵小杉病院 
株式会社麻生 飯塚病院* 
公益財団法人仙台市医療センター 仙台オープン病院 
公益財団法人田附興風会医学研究所 北野病院* 
公益財団法人筑波メディカルセンター 筑波メディカルセンター病院* 
公益財団法人星総合病院 星総合病院 
公益社団法人大阪府保健医療財団 大阪府立中河内救命救急センター* 
公益社団法人地域振興協会 東京ベイ・浦安市川医療センター* 
公立甲賀病院組合 公立甲賀病院* 
国立大学法人  鹿児島大学医学部・歯学部附属病院** 
国立大学法人  佐賀大学医学部附属病院 
国立大学法人  滋賀医科大学医学部付属病院 
社会医療法人敬和会 大分岡病院 
社会医療法人小寺会 佐伯中央病院* 
社会医療法人生長会 ベルランド総合病院 
社会医療法人若弘会 若草第一病院 
社会福祉法人恩賜財団済生会  大阪府済生会吹田病院 
社会福祉法人恩賜財団済生会支部 福井県済生会病院 
社会福祉法人  北海道社会事業協会小樽病院* 
社会福祉法人  三井記念病院* 
市立秋田総合病院* 
千葉県救急医療センター 
独立行政法人 国立長寿医療研究センター 
独立行政法人 国立病院機構 大阪医療センター* 
独立行政法人 国立病院機構 高崎総合医療センター** 
独立行政法人 国立病院機構 東京医療センター 
独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター* 
独立行政法人 国立病院機構 別府医療センター** 
独立行政法人 地域医療機能推進機構 大阪病院 
独立行政法人 労働者健康福祉機構 東北労災病院 
豊橋市民病院* 
日本赤十字社  高松赤十字病院* 
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日本赤十字社  長野赤十字病院 * 
日本赤十字社  松江赤十字病院** 
彦根市立病院* 
藤沢市民病院* 
 
【事業実施施設：診療所 １施設】  
医療法人社団三育会 新宿ヒロクリニック 
 
【事業実施施設：介護老人保健施設 １施設】 
社会医療法人小寺会 介護老人保健施設 鶴見の太陽 
 
【事業実施施設： 訪問看護ステーション ８施設】 
医療法人アスムス わくわく訪問看護ステーションおやま 
医療法人誠医会 川崎大師訪問看護ステーション 
江別市立病院 訪問看護ステーションいたわり 
大分県厚生農業協同組合連合会 大分県厚生連訪問看護ステーション つるみ 
公益財団法人 星総合病院 星訪問看護ステーション 
社会福祉法人恩賜財団済生会 済生会松山訪問看護ステーション 
スギメディカル株式会社 スギ訪問看護ステーション林寺 
有限会社ふれすか 訪問看護ステーションみけ 

*25 年度のみの事業実施施設 ** 26 年度のみの事業実施施設 
 
６－１．手順書検証施設数 

手順書検証施設 25 年度 26 年度 
病院 老健・ 

診療所・訪問

看護 ST 

病院 老健・診療

所・訪問看

護 ST 

経口・経鼻気管挿管チューブの位置調節 ５ ０ ３ ０ 

経口・経鼻気管挿管の実施 ７ ０ ２ ０ 

経口･経鼻気管挿管チューブの抜管 ７ ０ ４ ０ 

人工呼吸器モードの設定条件の変更 ４ ０ １ ０ 

人工呼吸管理下の鎮静管理 ６ ０ ２ ０ 

人工呼吸器装着中の患者のウィーニングの実施 ８ ０ ４ ０ 

NPPV（非侵襲的陽圧換気療法）モードの設定条

件の変更 

４ ０ ２ ０ 

気管カニューレの交換 ５ ２ ５ ２ 

直接動脈穿刺による採血 ９ ０ ４ ０ 

*平成 26 年９月８日報告状況を元に作成 
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手順書検証施設 25 年度 26 年度 

病院 老健・ 

診療所・訪問

看護 ST 

病院 老健・診療

所・訪問看

護 ST 

橈骨動脈ラインの確保 ５ ０ ２ ０ 

「一時的ペースメーカー」の操作・管理 ４ ０ ３ ０ 

「一時的ペースメーカーリード」の抜去 ３ ０ ２ ０ 

PCPS（経皮的心肺補助装置）等補助循環の操作･

管理 

１ ０ ０ ０ 

大動脈バルーンパンピング離脱のための補助頻

度の調整 

１ ０ ０ ０ 

急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置の操

作・管理 

２ ０ ０ ０ 

腹腔ドレーン抜去（腹腔穿刺後の抜針含む） ４ ０ ２ ０ 

胸腔ドレーン抜去 ２ ０ ３ ０ 

胸腔ドレーン低圧持続吸引中の吸引圧の設定･

変更 

２ ０ ２ ０ 

心嚢ドレーン抜去 １ ０ １ ０ 

創部ドレーン抜去 ４ ０ ２ ０ 

硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与量の

調整 

１ ０ １ ０ 

褥瘡の血流のない壊死組織のシャープデブリー

ドマン 

１０ ４ ７ ３ 

創傷の陰圧閉鎖療法の実施 ７ ０ ５ ０ 

褥瘡・慢性創傷における腐骨除去 ２ ０ ２ ０ 

持続点滴投与中薬剤（降圧剤）の病態に応じた

調整 

２ ０ ０ ０ 

持続点滴投与中薬剤（カテコラミン）の病態に

応じた調整 

１ ０ ０ ０ 

持続点滴投与中薬剤（利尿剤）の病態に応じた

調整 

１ ０ １ ０ 

持続点滴投与中薬剤（K、Cl、Na）の病態に応じ

た調整 

２ ０ ２ ０ 

持続点滴投与中薬剤（糖質輸液、電解質輸液）

の病態に応じた調整 

３ ０ １ ０ 

病態に応じたインスリン投与量の調整 ５ ０ ２ ０ 
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手順書検証施設 25 年度 26 年度 

病院 老健・ 

診療所・訪問

看護 ST 

病院 老健・診療

所・訪問看

護 ST 

脱水の程度の判断と輸液による補正 ６ ５ ３ ５ 

持続点滴投与中薬剤（高カロリー輸液）の病態

に応じた調整 

０ １ ０ ２ 

中心静脈カテーテルの抜去 ７ ０ ３ ０ 

PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）の挿入 ３ ０ １ ０ 

臨時薬剤（抗けいれん剤）の投与 ７ ０ ３ ０ 

臨時薬剤（抗精神病薬）の投与 １ １ ０ ２ 

臨時薬剤（抗不安薬）の投与 １ ２ ０ ２ 

臨時薬剤（感染徴候時の薬剤）の投与 １３ ２ ７ ０ 

抗癌剤等の皮膚漏出時のステロイド薬の調整・

局所注射の実施 

２ ０ １ ０ 

胃ろう・腸ろうチューブ、胃ろうボタンの交換 

＊事業実施は胃ろうのみ 

１ ３ １ ３ 

膀胱ろうカテーテルの交換 １ ２ ０ ２ 

 

 



病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 0 0 0 0 1 病棟・外来・その他 2 2 0 0

② 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ，救急部、手術室 1 1 1 1 2 救急部、手術室 0 0 0 0

③ 400～499 ○* ○ 記載なし 記載なし 1
病棟（ICU）・外来（救急外

来）
10 10 10 10

*どの患者にどの手順書を活用するかは看護師が判断し、医師に報告・相談し、指示を
受ける流れの手順書

④ 800～899 ○ ○ ○ ○ 3
病棟・外来・その他・院外

（ドクターヘリ出動時）
0 0 0 0 3

病棟・外来・その他・院外
（ドクターヘリ出動時）

4 4 4 4

⑤ 1000～ ○* ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 *医師が挿管チューブの位置調節が必要と判断する前提の手順書

① ～99 ○ ○ ○ ○ 1
病棟、外来、その他（ドク
ターカー出動要請時現場

活動）
5 4 10 4

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来 6 6 6 6

③ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 救急室 0 0 0 0 2 ＩＣＵ 0 0 0 0
当該手順書の適応は、抜管後の再挿管としている。
経口気管挿管（経鼻気管挿管除く）の手順書

④ 400～499 ○* ○ 記載なし 記載なし 1
病棟（ICU）・外来（救急外

来）
5 5 5 5

*どの患者にどの手順書を活用するかは看護師が判断し、医師に報告・相談し、指示を
受ける流れの手順書

⑤ 800～899 ○ ○ ○ ○ 3
病棟・外来・その他・院外

（ドクターヘリ出動時）
0 0 0 0 3

病棟・外来・その他・院外
（ドクターヘリ出動時）

2 2 2 2
経口気管内挿管（経鼻気管内挿管除く）の手順書
経鼻気管内挿管は医療安全上等の理由から手順書による指示を実施しないとする院
内ルールとしている

⑥ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 0 0 0 0

⑦ 1000～ ○* ○ ○ ○ 1 救急救命センター 2 2 2 2
*医師が気管挿管による気道確保が必要と判断することを前提とした手順書。経口気
管挿管は、「包括的指示では困難」の報告あり。

① ～99 ○ ○ 記載なし ○ 1
病棟、外来、その他（ドク
ターカー出動要請時現場

活動）
3 3 6 3

② 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ICU 1 1 1 1

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ，救急部、手術室 0 0 0 0 2 救急部、手術室 10 10 10 10

④ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 2 2 2 0 2 ＩＣＵ 1 1 1 0

⑤ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 ICU・救急外来 確認中 確認中 確認中 確認中

⑥ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 3 3 3 3

⑦ 600～699 ○ ○ ○ ○

⑧ 700～799 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 0 0 0 0

⑨ 1000～ ○* ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 *医師が抜管の判断をすることをすることを前提とした手順書

① 600～699 記載なし ○ ○ ○

② 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命 14 14 14 14 8 救命・内科 9 5 23 23

③ 700～799 ○* ○ ○ ○ 4
救命救急センター、CCU、

病棟
4 4 4 4 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

④ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 人工呼吸管理下の鎮静管理の行為と併せて１つの手順書を作成

6-2．手順書検証施設詳細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暫定版(平成26年９月８日時点)

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

確認中

確認中

経口・経鼻気管挿管チューブの位置調節

経口・経鼻気管挿管の実施

経口・経鼻気管挿管チューブの抜管

人工呼吸器モードの設定条件の変更

手順書に係る事業報告の概要 

6



病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ、救急部、手術室 1 1 1 1 2 救急部、手術室 0 0 0 0

② 300～399 記載なし ○ ○ ○ 3 ICU 1 1 1 1

③ 600～699 記載なし ○ ○ ○

④ 700～799 ○* ○ ○ ○ 4 救命救急センター、CCU 11 11 11 11 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

⑤ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命 3 3 3 3 8 救命 1 1 2 2

⑥ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 人工呼吸器モード設定条件の変更の行為と併せて１つの手順書を作成

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来、ＩＣＵ 1 1 1 1 1 ＩＣＵ、外科病棟 3 2 3 3

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 3 3 3 0 1 病棟・外来・その他 2 2 2 0

③ 300～399 記載なし ○ ○ ○ 3 ICU 1 1 1 1

④ 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ、救急部、手術室 1 1 1 1 2 救急部、手術室 0 0 0 0

⑤ 400～499 ○ ○ ○ ○ 2 ＩＣＵ 3 3 3 3

⑥ 600～699 ○ ○ ○ ○

⑦ 700～799 ○* ○ ○ ○ 4
救命救急センター、CCU、

病棟
19 19 19 19 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

⑧ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命 3 3 3 3

⑨ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 0 0 0 0

① 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 集中治療室 2 2 2 2 1 集中治療室 0 0 0 0

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 6 2 6 6

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ、病棟 2 2 6 0

④ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 ICU、救急病棟 確認中 確認中 確認中 確認中

⑤ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 0 0 0 0 ＮＰＰＶの開始、中止も含む手順書を作成

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 3 3 8 3 3 在宅 3 3 3 0

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 利用者宅 8 1 8 8 1 利用者宅 2 1 2 2

③ 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 2 2 4 4 1 病棟・外来・その他 2 2 3 3

④ 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ、救急部、手術室 2 2 2 1 2 救急部、手術室 4 4 4 4

⑤ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 一般病棟 2 2 2 2

⑥ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 呼吸器センター 4 1 4 4

⑦ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命・内科 13 13 13 13

⑧ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来、病棟 7 7 15 15 1 外来、病棟 5 5 9 7

⑨ 1000～ 記載なし* ○ ○ ○ 1 救急救命センター 3 3 6 3
*医師が気管カニューレの交換の必要性を判断し看護師に指示する流れを前提とした
手順書

確認中

人工呼吸管理下の鎮静管理

人工呼吸器装着中の患者のウィーニングの実施

ＮＰＰＶ（非侵襲的陽圧換気療法）モード設定条件の変
更

気管カニューレの交換

確認中
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① ～99 ○ ○ 記載なし ○ 1
病棟、外来、その他（ドク
ターカー出動要請時現場

活動）
5 5 10 5

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 10 10 28 28 1 病棟・外来・その他 2 2 19 19

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ＩＣＵ、救急部、手術室 1 1 1 1 2 救急部、手術室 22 22 22 22

④ 400～499 ○* ○ 記載なし 記載なし 1
病棟（ICU）・外来（救急外

来）
50回以上 50名以上 50回以上 50回以上

*どの患者にどの手順書を活用するかは看護師が判断し、医師に報告・相談し、指示を
受ける流れの手順書

⑤ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 外科病棟、ＨＣＵ 6 6 6 6

⑥ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来・ICU・救急病棟 確認中 確認中 確認中 確認中

⑦ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来（救急外来） 2 2 2 1

⑧ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 10 10 10 10 1 病棟・外来 20 20 20 20

⑨ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救命救急センター 8 8 8 8

⑩ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 ER 0 0 0 0

① ～99 ○ ○ 記載なし ○ 1
病棟、外来、その他（ドク
ターカー出動要請時現場

活動）
3 2 6 2

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来・ＩＣＵ 1 1 1 1

③ 400～499 ○* ○ 記載なし 記載なし 1
病棟（ICU）・外来（救急外

来）
20 20 20 20

*どの患者にどの手順書を活用するかは看護師が判断し、医師に報告・相談し、指示を
受ける流れの手順書

④ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 ＨＣＵ 1 1 1 1

⑤ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命 5 5 5 5 8 救命 5 5 5 5

⑥ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 10 10 10 10

① 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 循環器病棟 1 1 1 0 1 循環器病棟 0 0 0 0

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・心カテ室 1 1 2 1 3 病棟・心カテ室 3 3 6 3

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 1 1 1 1 1 カテーテル室・病棟 2 1 2 2

④ 700～799 ○ ○ ○ ○ 2 循環器病センター（病棟） 58 58 58 0 一時的ペースメーカーリードの抜去と併せてひとつの手順書を作成

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 0 0 0 0 3 病棟 2 2 2 2

② 300～399 記載なし ○ ○ ○ - - － - - - - - - - - -
一時的ペースメーカーリードの抜去の判断については、当該施設の条件に鑑み検討し
た結果、病態を把握した医師がすることが望ましいとの結論に至ったとの報告あり。

③ 700～799 ○ ○ 記載なし ○ 2 循環器病センター（病棟） 1 1 1 1 一時的ペースメーカーの操作・管理と併せてひとつの手順書を作成

PCPS（経皮的心肺補助装置）等補助循環の操作・管
理

① 400～499 ○ ○ ○ ○ 2 ICU

大動脈内バルーンパンピング離脱のための補助頻度
の調整

① 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 ICU

① 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 0 0 0 0

② 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 2 2 2 2

直接動脈穿刺による採血

確認中

確認中

橈骨動脈ラインの確保

「一時的ペースメーカー」の操作・管理

「一時的ペースメーカーリード」の抜去

急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置の操作・管
理
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 病棟 3 3 3 3

② 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 外科病棟 13 12 13 13

③ 600～699 記載なし ○ ○ ○

④ 700～799 ○* ○ ○ ○ 4 病棟 5 5 5 5 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

⑤ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 6 6 6 6 1 病棟・外来 12 12 12 12

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 1 1 1 1 1 病棟 3 3 3 3

② 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・救命センター 5 5 5 5

③ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命・外科 0 0 0 0 8 救命・外科 0 0 0 0

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 1 1 1 1 1 病棟 0 0 0 0

② 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 救命・外科 0 0 0 0 8 救命・外科 0 0 0 0

心嚢ドレーン抜去 ① 300～399 ○ ○ ○ ○ 2 ＩＣＵ・病棟 2 2 2 2 1 病棟 1 1 1 1

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 24 24 24 24 1 病棟・外来・その他 16 16 16 16
術後の創部ドレーンのケースが多く、回診時に医師より抜去の可否が決定されることが
多いとの報告あり。

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 外科病棟 24 24 24 24

③ 700～799 ○* ○ ○ ○ 4 病棟 14 14 14 14 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

④ 700～799 ○ ○ ○ ○ 5 外科・救命 13 13 13 13

⑤ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 5 5 5 5

① 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 外科病棟 7 7 7 7

② 700～799 ○* ○ ○ ○ 4 - 0 0 0 0 *指導医に報告した上で行為を実施する流れの手順書

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 在宅 1 1 1 1 1 在宅 1 1 1 1

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 患者宅 0 0 0 0 8 患者宅 0 0 0 0

③
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 老健施設、在宅 0 0 0 0 1 老健施設、在宅 0 0 0 0

④
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 0 0 0 0

⑤ 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 15 15 15 15 1 外来 11 11 11 11

⑥ 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 0 0 0 0

⑦ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 6 6 6 5 1 病棟 0 0 0 0

⑧ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、救命救急センター 5 5 26 26

⑨ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 286 157 286 286 1 病棟、外来 70 41 70 70

⑩ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 外来 3 3 3 3 1 外来 5 5 6 5

⑪ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 17 10 17 17 1 病棟・外来 9 5 9 9

⑫ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 66 66 66 66 1 病棟・外来 17 17 17 17

⑬ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 病棟 4 1 4 4 1 病棟 0 0 0 0

⑭ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 0 0 0 0

確認中

硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与量の調整

褥瘡の血流のない壊死組織のシャープデブリードマン

腹腔ドレーン抜去（腹腔穿刺後の抜針含む）

胸腔ドレーン抜去

胸腔ドレーン低圧持続吸引中の吸引圧の設定・変更

創部ドレーン抜去
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 1 1 4 3

② 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 10 10 10 10

③ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 190 58 190 190 1 病棟、外来 24 6 24 24

④ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、手術室 41 41 123 123

⑤ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 1 1 6 6

⑥ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 23 15 30 30 1 病棟・外来 14 8 17 17

⑦ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 病棟 16 5 16 15 1 病棟 1 1 10 10

⑧ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 186 186 186 186 1 病棟・外来 51 51 51 51

① 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 2 1 2 2

② 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 - 0 0 0 0

③ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 5 5 5 5 1 病棟・外来 6 6 6 6

① 400～499 ○ ○ ○ ○ 確認中 CICU 0 0 0 0

② 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 0 0 0 0

持続点滴投与中薬剤（カテコラミン）の病態に応じた調
整

① 700～799 ○ ○ ○ ○ 4 CCU 3 3 3 3

持続点滴投与中薬剤（利尿剤）の病態に応じた調整 ① 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・救急外来・ＩＣＵ 6 6 20 20 3 病棟・救急外来・ＩＣＵ 5 5 22 22

① 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 6 6 13 5

② 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 内科外来 1 1 1 0

③ 700～799 ○ ○ ○ ○ 8 救命・外科 13 4 22 22

④ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 脱水の程度の判断と輸液による補正と併せて一つの手順書として作成

① 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 集中治療室 1 1 1 1 1 集中治療室 1 1 1 1

② 400～499 ○ ○ ○ ○ 2 CICU 2 2 8 2

③ 500～599 ○ ○ ○ ○ 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

① 100～199 記載なし ○ ○ ○ 1 病棟、手術室 80 80 400 400 指導医と協議しながら連携してインスリン調整にあたる前提で作成された手順書

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 循環器外来 4 2 4 4

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 1 1 4 3 1 病棟・外来 3 3 8 6

④ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 2 1

⑤ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 内科外来 13回以上 確認中 13回以上 13回以上

⑥ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 0 0 0 0 静脈内投与による血糖コントロールを行っている患者を対象とする手順書

確認中

創傷の陰圧閉鎖療法の実施

褥瘡・慢性創傷における腐骨除去

持続点滴投与中薬剤（降圧剤）の病態に応じた調整

持続点滴投与中薬剤（K、Cl、Na）の病態に応じた調整

持続点滴投与中薬剤（糖質輸液、電解質輸液）の病態
に応じた調整

病態に応じたインスリン投与量の調整
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 8 患者宅 6 6 19 14 8 患者宅 7 5 65 51

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 在宅 0 0 0 0

③
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 1 1 32 0 2 在宅 6 3 36 1

④
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 在宅 20 4 122 122 1 在宅 12 6 107 107

⑤
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 3 3 34 2

⑥
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 在宅 35 1 35 15 1 在宅 40 3 40 10

⑦ 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 その他（外来診療室） 5 5 5 4

⑧ 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来 2 2 2 2 1 救急外来 1 1 1 1

⑨ 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 1 1 1 1 1 病棟・外来・その他 6 6 0 0

⑩ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 10 10 22 6

⑪ 500～599 ○ ○ ○ ○ 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

⑫ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 0 0 0 0

⑬ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 救急救命センター 1 1 2 1 持続点滴投与中薬剤（K, Cl, Na）の病態に応じた調整と併せてひとつの手順書を作成

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 2 在宅 2 1 16 2

②
訪問看護ス
テーション ○ ○ ○ ○ 1 在宅 17 1 17 1 1 在宅 11 2 11 1

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 6 6 6 6 1 病棟・外来・その他 2 2 2 2

② 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 病棟 3 3 3 3

③ 400～499 ○* ○ ○ ○ 1 病院全体 0 0 0 0
*主治医が病態を確認し、中心静脈カテーテルの抜去を判断している。
看護師は、安全上の再確認を行い実施する前提の手順書。

④ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 2 2 2 2 2 病棟 1 1 1 1

⑤ 600～699 記載なし ○ ○ ○

⑥ 700～799 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 9 9 9 9

⑦ 700～799 ○ ○ ○ ○ 1 ＩＣＵ 1 1 1 1

⑧ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 5 5 5 5

① 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 病棟、外来 0 0 0 0

② 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 5 5 5 3 2 病棟 4 4 4 1

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 3 ICU、病棟 4 4 4 4

確認中

脱水の程度の判断と輸液による補正

持続点滴投与中薬剤（高カロリー輸液）の病態に応じ
た調整

中心静脈カテーテルの抜去

ＰＩＣＣ（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）挿入
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① 100～199 ○ ○ ○ ○ 1 救急外来 1 1 1 0 1 救急外来 0 0 0 0

② 200～299 ○ ○ ○ ○ 2 病棟・外来・その他 4 4 4 4 1 病棟・外来・その他 6 6 0 0

③ 400～499 ○* ○ 記載なし 記載なし 1
病棟（ICU）・外来（救急外

来）
3 3 3 3

*どの患者にどの手順書を活用するかは看護師が判断し、医師に報告・相談し、指示を
受ける流れの手順書

④ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来 0 0 0 0

⑤ 800～899 ○ ○ ○ ○ 3
病棟・外来・その他・院外

（ドクターヘリ出動時）
0 0 0 0 3

病棟・外来・その他・院外
（ドクターヘリ出動時）

1 1 1 1

⑥ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来（救急外来） 3 3 2 0

⑦ 1000～ ○ ○ ○ ○ 1 ER 1 1 1 0

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 2 2 66 2

②
訪問看護ス
テーション ○ ○ ○ ○ 1 在宅 11 1 11 11 1 在宅 11 1 11 8

③ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来 0 0 0 0

①
訪問看護ス
テーション ○ ○ ○ ○ 1 在宅 20 1 20 2 1 在宅 11 2 11 8

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 2 2 23 0 3 在宅 2 2 76 5

③ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来 0 0 0 0

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 2 1 32 1

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 3 在宅 3 3 53 0

③ ～99 ○ ○ ○ 記載なし 1 病棟、外来 3 3 3 3

④ 200～299 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 7 7 7 2 1 病棟 12 11 12 4 感染徴候時（ＳＳＩ、肺炎）の手順書

⑤ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 9 9 16 5

⑥ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 内科病棟・外科病棟 2 2 2 0

⑦ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 全病棟、全外来、ICU 0 0 0 0

⑧ 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 病院全体 0 0 0 0 1 病院全体 0 0 0 0

⑨ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1
病棟・外来全科、集中治療室、
手術室、ＮＩＣＵ、血液浄化セン

ター、脳卒中ケアユニット
0 0 0 0 1

病棟・外来全科、集中治療室、
手術室、ＮＩＣＵ、血液浄化セン

ター、脳卒中ケアユニット
0 0 0 0

⑩ 500～599 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 4 4 9 3 1 病棟 3 1 9 6 ＮＨＣＡＰを疑う時の抗菌薬投与の手順書

⑪ 500～599 ○ ○ ○ ○

⑫ 600～699 ○ ○ ○ ○ 1 院内全体 5 5 5 5 1 病棟 2 2 2 2

⑬ 600～699 ○ ○ ○ ○

⑭ 800～899 ○ ○ ○ 記載なし 1 整形外科病棟・内科病棟 2 2 2 2
血液培養陽性の皮膚軟部組織感染/院内尿路感染症に係る感染徴候時の手順書を作
成

⑮ 800～899 ○ ○ ○ ○ 1 病棟 2 2 2 0 1 病棟 2 2 3 0

⑯ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 病棟・外来 0 0 0 0

-

確認中

確認中

臨時薬剤（抗けいれん剤）の投与

臨時薬剤（抗精神病薬）の投与

臨時薬剤（抗不安薬）の投与

臨時薬剤（感染徴候時の薬物）の投与
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病床数
患者の病状

の範囲

病状の範囲
逸脱時の連
絡体制(案)

行為実施後
の医師への
報告方法

（案）

対象看護
師数

活用場所 指示回数 患者数 検証 実施
対象看護

師数
活用場所 指示回数 患者数 検証 実施

平成25年度事業 平成26年度事業事業実施施設

診療の補助
の内容

手順書に記載すべき事項

備考

① 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 化学療法室 2 2 2 2 1 化学療法室 0 0 0 0

② 400～499 ○ ○ ○ ○ 1 化学療法センター（外来）

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 在宅 2 2 19 19 1 在宅 2 2 6 6 胃瘻チューブの交換の手順書

② 診療所 ○ ○ ○ ○ 4 在宅 18 11 18 18 5 在宅 5 5 5 5 胃瘻ボタンの交換の手順書

③
介護老人福

祉施設
○ ○ ○ ○ 1 老健施設、診療所 15 15 45 45 1 老健施設、診療所 14 14 23 23 胃ろうチューブの交換の手順書

④ 900～999 ○ ○ ○ ○ 1 外来、病棟 8 8 12 12 1 外来 4 4 4 3 胃瘻ボタン・チューブの交換の手順書

①
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 4 患者宅 1 1 3 0 5 患者宅 1 1 2 1

②
訪問看護ス
テーション

○ ○ ○ ○ 1 外来 12 1 12 12 1 外来 4 1 4 4

③ 300～399 ○ ○ ○ ○ 1 外来、病棟 1 1 8 8

膀胱ろうカテーテルの交換

胃ろう・腸ろうチューブ、胃ろうボタンの交換

確認中

抗癌剤等の皮膚漏出時のステロイド薬の調整・局所注
射の実施
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手順書による指示として必須の事項と考えられるもの

手順書による指示のイメージ

手順書による指示は以下のような構成で行われることを想定しています。

※現時点の案では、手順書に記載する項目として厚生労働省令で定められるものは「患者の病状の範囲(g)」「診療の補助の内容(h)」「病状の範囲逸脱時の連絡体制(i)」
「行為実施後の医師への報告方法」(j)としています。
※手順書は、委託施設（訪問看護事業所の場合連携する医療機関を含む）において、医師や看護師、他の医療関係職種と連携しながら予め策定して下さい。

※患者の状態等により指示の都度、個々に設定されうる病状の範囲の確認事項については、手順書の「患者の病状の範囲」ではなく、指示簿等に示されるものとします。

【具体例：直接動脈穿刺による採血】

「呼吸状態の悪化が認められる」 → 手順書に記載する「患者の病状の範囲(g)」として記載
「SpO290%以下が持続する」 → 患者の状態により、個々に設定されうる病状の範囲の確認事項(f)として指示の都度指示書に記載（必要な場合）

手順書

患者の病状の
範囲(g)

診療の補助の
内容(h)

病状の範囲
逸脱時の
連絡体制(i)

行為実施後の
医師への報告
方法(j)

手順書に記載する項目として厚生労働省令で
定められるもの（案）

患者の病状の
範囲(g)

診療の補助の
内容(h)

病状の範囲
逸脱時の
連絡体制(i)

行為実施後の医
師への報告方法(j)

患者氏名(a)

対象行為を実施す
る看護師名(d)

指示する医師名(b)

処方内容(e)
（薬剤に関連する対象
行為においては必須）

対象行為の指示(c)
（どの手順書によるのか

を明記）

指示簿

患者氏名(a)

対象行為を実施する
看護師名(d)

指示する医師名(b)

処方内容(e)
（薬剤に関連する対象
行為においては必須）

対象行為の指示(c)
（どの手順書によるのか

も明記）

指示の都度、個々に
設定する確認事項(f)
（必要な場合）

※現場の実情に応じて上記項目を振り分け

指示の都度、個々に設
定する確認事項(f)
（必要な場合）

（参考）



制度上の行為実施の流れと手順書に係る事業における行為実施の流れ

手順書に係る事業において前提としている行為実施までの流れは下図の緑の矢印の流れ

医師又は歯科医師が患者を特定し
た上で、看護師に手順書により特
定行為を実施するよう指示

『患者の病状の範囲』の確認
を行う

病状の

範囲内

看護師が手順書に定められた『診
療の補助の内容』を実施

看護師が医師又は歯科
医師に

結果を報告

病状の範囲外 医師又は歯科医師に指示を
求める

医師に報告

医師又は歯科医師が患
者を特定した上で、看護
師に手順書注１）により特
定行為注２）を実施するよう
指示

『患者の病状の範囲』
の確認を行う

病状の

範囲内

看護師が手順書に定めら
れた『診療の補助の内容』
を実施

看護師が医師又
は歯科医師に
結果を報告

病状の範囲外
医師又は歯科医師に
指示を求める

制度における行為実施の流れ

14
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規制改革実施計画（抄） 

 

平 成  26 年 ６ 月 24 日 

閣 議 決 定 

 

 

規制改革は、我が国の経済を再生するに当たっての阻害要因を除去し、民需

主導の経済成長を実現していくために不可欠の取組であり、内閣の最重要課題

の一つである。 

この課題に強力かつ着実に取り組むべく、規制改革を総合的に調査審議する

ため、内閣総理大臣の諮問機関として「規制改革会議」を平成 25 年１月に設

置した。 

規制改革会議においては、昨年６月に「規制改革に関する答申」を行ったが、

その後引き続き成長戦略及び国民の選択肢拡大につながる規制改革を中心に検

討が行われ、平成 26 年６月 13 日に「規制改革に関する第２次答申」が内閣

総理大臣に提出された。 

当該答申を踏まえ、対象となった規制や制度、その運用等については、直ち

に改革に着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくため、下記のとおり規

制改革実施計画を定める。 

 

 

記 

（略） 

Ⅱ 分野別措置事項 

１ 健康・医療分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

「病気や介護を予防し、健康を維持して長生きしたい」との国民のニー 

ズに応え、世界に先駆けて「健康長寿社会」を実現するため、①新たな保 

険外併用の仕組みの創設、②介護・保育事業等における経営管理の強化と 

イコールフッティング確立、③革新的な医薬品・医療機器の価格に関する 

制度の改善、④最適な地域医療の実現に向けた医療提供体制の構築、⑤生 

活の場での医療・介護環境の充実、⑥医療用検査薬から一般用検査薬への 

転用の仕組みの早期構築、⑦保険者機能の充実・強化に向けた環境整備、 

⑧医療機関の経営基盤の強化、⑨看護師の「特定行為」の整備に重点的に 

取り組む。 

第１回看護師特定行為・研修部会 
参考資料８ 

平成２６年９月１０日 
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（２）個別措置事項 

（略）

 


